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第１章 総則 

 

第１節 原子力事業者防災業務計画の目的 

 

 この原子力事業者防災業務計画は、原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５

６号。以下「原災法」という。）第７条第１項から第３項までの規定に基づき、京都大学

複合原子力科学研究所（以下「研究所」という。）における原子力災害予防対策、緊急事

態応急対策及び原子力災害事後対策その他の原子力災害の発生及び拡大を防止し、並びに

原子力災害の復旧を図るために原子力防災管理者等が実施すべき必要な業務に関する事項

を定め、原子力災害対策の円滑かつ適切な遂行に資することを目的とする。 

 

第２節 定義 

 

この計画において次に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

１．原子力災害 

原子力緊急事態により、周辺公衆の生命、身体又は財産に生ずる被害をいう。 

２．原子力緊急事態 

原子炉の運転又は核燃料物質の使用により放射性物質又は放射線が異常な水準で研究

所の敷地外へ放出された事態をいう。 

ただし、研究所の外における放射性物質の運搬（以下「事業所外運搬」という。）の場

合にあっては、当該運搬に使用する容器外へ放出された事態をいう。 

３．警戒事態 

その時点では、公衆への放射線による影響やそのおそれが緊急のものではないが、原子

力施設における異常事象の発生又はそのおそれがある段階をいう。 

４．施設敷地緊急事態 

原子力施設において、公衆に放射線による影響をもたらす可能性のある事象が生じた

ため、原子力施設周辺において緊急時に備えた避難等の主な防護措置の準備を開始す

る必要がある段階をいう。 
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５．全面緊急事態 

原子力施設において、公衆に放射線による影響をもたらす可能性が高い事象が生じた

ため、確定的影響を回避し、確率的影響のリスクを低減する観点から、迅速な防護措置

を実施する必要がある段階をいう。 

６．緊急時活動レベル（ＥＡＬ） 

原子力施設の状況に応じて、緊急事態を、警戒事態、施設敷地緊急事態及び全面緊急事

態の３つに区分し、原子力施設の状況が、これらの緊急事態の区分に該当するか否かを

原子力事業者が判断する基準をいう。 

７．原子力災害予防対策 

原子力災害の発生を未然に防止するため実施すべき対策（原子力災害が発生した際に

必要となる防災体制、資機材の整備等の対策を含む。）をいう。 

８．緊急事態応急対策 

原災法第１５条第２項の規定に基づく原子力緊急事態宣言があったときから同法第１

５条第４項の規定に基づく原子力緊急事態解除宣言があるまでの間において、原子力

災害（原子力災害が生ずる蓋然性を含む。以下同じ。）の拡大の防止を図るため実施す

べき応急の対策をいう。 

９．原子力災害事後対策 

原子力緊急事態解除宣言があったとき以後において、原子力災害の拡大の防止又は原

子力災害の復旧を図るため実施すべき対策（原子力事業者が原子力損害の賠償に関す

る法律の規定に基づき、同法第２条第２項に規定する原子力損害を賠償することを除

く。）をいう。 

１０．原子力事業者 

原災法第２条第３号ロ及びヘに規定される者で京都大学総長をいう。 

１１．原子力事業所 

原子力事業者が原子炉の運転等を行う工場又は事業所で研究所をいう。 

１２．指定行政機関 

国家行政組織法（昭和２３年法律第１２０号）第３条第２項に規定する国の行政機関及

び同法第８条から第８条の３までに規定する機関で、災害対策基本法（昭和３６年法律

２２３号）第２条第３号の規定に基づき内閣総理大臣が指定するものをいう。 
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１３．指定地方行政機関 

指定行政機関の地方支分部局（国家行政組織法第９条の地方支分部局をいう。）、その

他の国の地方行政機関で、内閣総理大臣が指定するものをいう。 

１４．緊急時体制 

原子力災害が発生するおそれがある場合、又は発生した場合であって研究所の平常組

織をもってしては、事故原因の除去、原子力災害の拡大防止等のための活動を迅速かつ

円滑に行うことが困難な事態に対するための体制をいう。 

１５．原子力災害対策活動 

緊急時体制発令時に原子力災害の発生又は拡大を防止し、若しくは原子力災害の復旧

を図るために実施する活動をいう。 

１６．原子力防災組織 

原災法第８条第１項の規定に基づき研究所に設置され、原子力災害対策活動を行う組

織をいう。 

１７．原子力防災管理者 

原災法第９条第１項の規定に基づき選任され、研究所において、原子力防災組織の統括

及びその事業の実施を統括管理する者をいう。 

１８．副原子力防災管理者 

原災法第９条第３項の規定に基づき選任され、原子力防災組織の統括について原子力

防災管理者を補佐する者をいう。 

１９．原子力防災要員 

原災法第８条第３項の規定に基づき原子力防災組織に置かれ、原子力災害対策活動を

行う要員をいう。 

２０．緊急対策本部（緊急時対策所） 

原子力事業者が作成すべき原子力事業者防災業務計画等に関する命令(平成 24 年文部

科学省・経済産業省令第 4号。以下「防災業務計画等命令」という。) 第２条第３項第

１号に規定する、原子力事業所における原子力事業所災害対策の実施を統括管理する

施設をいう。 

２１．緊急作業団 

緊急時において、緊急対策本部の指示する応急対策及び復旧対策を行う組織をいう。緊
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急作業団は、中央管理室長を団長とし、所員のうちからあらかじめ所長が指名した者を

団員として組織する。 

２２．原子力事業所災害対策支援拠点 

防災業務計画等命令第２条第３項第２号に規定する、原子力事業所における原子力事

業所災害対策の実施を支援するための原子力事業所の周辺の拠点をいう。 

なお、周辺地域において、必要な機能をすべて満たすことができる施設が存在しない

場合は、複数の施設を選定し対処する。 

２３．特定事象 

原子力災害対策特別措置法施行令第４条第４項各号に掲げる事象をいう。 

 

第３節 原子力事業防災業務計画の基本構想 

 

原子力災害の発生を未然に防止するためには、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律（昭和 32年法律第 166号。以下「炉規法」という。）に基づき、その設計、

建設、運転の各段階並びに事業所外運搬において、放射線からの防護及び核燃料物質等の

保安管理を含む各種の安全確保に万全を期すことが第一であり、研究所及びその周辺の安

全確保が全てに優先する。特に原子炉の運転及び臨界管理等に関して定められた事項を遵

守することが原子力災害を予防する上で重要であり、これらについては炉規法に基づいて

定められた保安規定に従い実施している。これらの安全確保対策とは別に、万一、放射性

物質又は放射線が異常な水準で研究所の敷地外へ放出されるか、又はそのおそれがある場

合に備え、あらかじめ必要な措置を講じておくことが原子力防災の基本である。このため、

炉規法、原災法及びその他の原子力災害防止に関する法律を遵守し、原子力災害の発生を

未然に防止するために万全の備えを講じておくとともに、原子力災害が発生した場合には

原子力災害の拡大の防止及び復旧を図るために実施する事項について定めておく必要があ

る。 

以上により、研究所における原子力災害対策の適切かつ迅速な遂行に資するため、次に

掲げる原子力災害予防対策、緊急事態応急対策、原子力災害事後対策の各段階における諸

施策についてこの計画を定め、原子力災害対策の推進を図ることとする。 
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１．原子力災害予防対策の実施 

周到かつ十分な予防対策を行うための事前の体制整備、原子力防災資機材の整備、防災

教育及び防災訓練の実施等。 

 

２．緊急事態応急対策の実施 

迅速かつ円滑な応急対策を行うための特定の事象発生時の通報、緊急時体制の確立、情

報の収集と伝達、応急措置の実施及び関係機関への要員派遣等。 

 

３．原子力災害事後対策の実施 

適切かつ速やかに災害復旧対策を行うための原子力災害事後対策の実施及び原子力災

害地域復旧のための関係機関への要員派遣等。 

 

第４節 原子力事業者防災業務計画の運用 

 

原子力防災管理者、副原子力防災管理者、原子力防災要員は、平常時から原子力災害対

策活動について理解しておくとともに、緊急時にはこの計画に従い、円滑かつ適切な原子

力災害対策活動を遂行するものとする。 

 

第５節 原子力事業者防災業務計画の修正 

 

原子力防災管理者は、毎年この計画に検討を加え、必要があると認められるときは次の

手順によりこれを修正する。 

１．この計画を修正しようとするときは、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）

第２条第１０号に規定する地域防災計画に抵触するものでないことを確認し、原災法第

３０条にいう原子力防災専門官の指導及び助言を受ける。なお、修正の内容が環境放射

線モニタリングに関する事項であるときは、原子力規制事務所業務要領（原規総発第１

７０６３０３号）に基づき上席放射線防災専門官の指導及び助言を受ける。 

 

２．この計画を修正しようとするときは、あらかじめ大阪府知事及び熊取町長と協議しな
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ければならない。この場合において、この計画を修正しようとする日を明らかにしたう

えで、この計画を修正しようとする日の６０日前までにこの計画の案を提出して行うも

のとする。なお、泉佐野市長及び貝塚市長に対してもこれに準じた取り扱いを行う。 

 

３．この計画を修正したときは、速やかに様式第１に定める届出書により、内閣総理大臣

及び原子力規制委員会に届け出るとともに、その要旨を公表する。 

 

４．原子力防災管理者は、内閣総理大臣、原子力規制委員会、大阪府知事、熊取町長、泉

佐野市長及び貝塚市長から、この計画の作成又は修正に関する事項について報告を求め

られたときに報告できるよう、作成及び修正の履歴を保存しておく。 

 

 なお、原子力防災管理者は、検討の結果、修正の必要がない場合であってもその旨を原

子力防災専門官、大阪府知事及び熊取町長に報告する。この場合において、泉佐野市長及

び貝塚市長に対してもこれに準じた取り扱いを行う。 
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第２章 原子力災害予防対策の実施 

 

第１節 防災体制 

 

１．緊急時体制の区分 

   原子力災害が発生するおそれがある場合又は発生した場合に、事故原因の除去、原

子力災害の拡大の防止その他必要な活動を迅速かつ円滑に行うため、次表に定める原

子力災害の情勢に応じて緊急時体制を区分する。 

 

表 緊急時体制の区分 

原子力災害の情勢 緊急時体制の区分 

警戒事態に該当する事象が発生し、関係機関への連絡が必要と

なったときから、第１次緊急時体制が発令されるまでの間、又

は事象が収束し警戒体制をとる必要がなくなったときまでの

間。 

・原子力規制委員会から警戒事態とする旨の連絡があったと

き。 

警戒体制 

施設敷地緊急事態の事象が発生し、原子力防災管理者が原災法

第１０条第１項に基づく通報を行ったときから、第２次緊急時

体制が発令されるまでの間、又は事象が収束し第１次緊急時体

制をとる必要がなくなったときまでの間 

第１次緊急時体制 

全面緊急事態の状態となり、その旨を関係機関に報告するとき、

又は内閣総理大臣が原災法第１５条第２項に基づく原子力緊急

事態宣言を行ったときから、内閣総理大臣が同法第１５条第４

項に基づく原子力緊急事態解除宣言を行ったときまでの間 

第２次緊急時体制 

注）原災法第１５条第４項の原子力緊急事態解除宣言が行われた以後においても、 

原子力防災管理者の判断により緊急時体制を継続することができる。 
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原子力規制委員会が示す緊急時活動レベル（EAL）区分の枠組み及び原子力規制庁が示す緊

急事態区分を判断する基準等の解説を基に、KUR（京都大学研究用原子炉：原子炉施設）、

KUCA（京都大学臨界集合体実験装置：原子炉施設）、SF（使用済燃料室：原子炉施設）の特

性に応じた EALの設定を別表第１に示す。 

 

２．原子力防災組織 

（１）原子力事業者は、研究所に原子力防災組織を別図第１のとおり設置する。 

（２）原子力事業者は、原子力防災組織に、原子力災害が発生した場合に直ちに別表第３

に定める業務を行える原子力防災要員を置く。なお、別図第１及び別表第３は、複数

の施設での同時発災を考慮した組織及び要員数である。 

（３）原子力防災組織は、別図第２に定める業務分掌に基づき、原子力災害の発生又は拡

大を防止するために必要な活動を行う。 

（４）原子力事業者は、原子力防災要員を置いた場合又は変更した場合、内閣総理大臣及

び原子力規制委員会、大阪府知事及び熊取町長に様式第２の届出書により原子力防災

要員を置いた日又は変更した日から７日以内に届け出る。この場合において、泉佐野

市長及び貝塚市長に対してもこれに準じた取り扱いを行う。 

（５）原子力防災管理者は、原子力防災要員のうち、派遣要員をあらかじめ定めておく。

派遣要員の主な職務は以下のとおりとする。 

  ① 指定行政機関の長、指定地方行政機関の長並びに地方公共団体の長その他の関係

機関の実施する緊急事態応急対策への協力 

  ② 指定行政機関の長、指定地方行政機関の長並びに地方公共団体の長その他の関係

機関の実施する原子力災害事後対策への協力 

  ③ 他の原子力事業者の原子力事業所に係る緊急事態応急対策への協力 

（６）原子力防災管理者は、関係機関から原子力防災組織及び原子力防災要員の状況につ

いて報告を求められたときはこれを行う。 

 

３．原子力防災管理者、副原子力防災管理者 

（１）原子力防災管理者の職務 

  ① 原子力防災管理者は、研究所の所長とし、原子力防災組織を統括管理する。 
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② 原子力防災管理者は、警戒事態に該当する事象が発生した場合、直ちに関係機関

へ連絡し、警戒体制を発令する。 

  ③ 原子力防災管理者は、警戒体制を発令した場合、必要があれば直ちに原子力防災

要員を召集し、原子力災害の発生又は拡大の防止のための応急措置を行わせるとと

もに、その概要を関係機関へ報告する。 

  ④ 原子力防災管理者は、原災法第１０条第１項に定められた事象が発生した場合、

直ちに関係機関へ通報し、緊急時体制を発令する。 

  ⑤ 原子力防災管理者は、緊急時体制を発令した場合、直ちに原子力防災要員を召集

し、原子力災害の発生又は拡大の防止のための応急措置を行わせるとともに、その

概要を関係機関へ報告する。 

  ⑥ 原子力防災管理者は、原災法第１５条第１項に定められた事象が発生した場合、

直ちに関係機関へ報告する。 

  ⑦ 原子力防災管理者は、原災法第１１条第１項に定められた放射線測定設備を設置

し、及び維持し、同条第２項に定められた放射線障害防護用器具、非常用通信機器

その他の資材又は機材を備え付け、随時、保守点検する。 

  ⑧ 原子力防災管理者は、原子力防災要員など原子力防災組織構成員に対して原子力

緊急事態に対処するための総合的な訓練及び防災教育を実施する。 

（２）副原子力防災管理者の職務 

副原子力防災管理者を別表第４のとおり置く。副原子力防災管理者は原子力防災管

理者を補佐し、原子力防災管理者が不在の時は、その職務を代行する。原子力防災管理

者の代行順位は、同表のとおりとする。 

（３）原子力事業者は、原子力防災管理者又は副原子力防災管理者を選任又は解任した場

合、内閣総理大臣及び原子力規制委員会、大阪府知事及び熊取町長に７日以内に様式第

３の届出書により届け出る。この場合において、泉佐野市長及び貝塚市長に対してもこ

れに準じた取り扱いを行う。 

（４）原子力事業者は、関係機関から、原子力防災管理者及び副原子力防災管理者の状況

について報告を求められたときはこれを行う。 
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第２節 原子力防災組織の運営 

 

１．通報連絡体制及び情報連絡体制 

（１）警戒事態に該当する事象の連絡体制 

原子力防災管理者は、警戒事態に該当する事象の発生について通報を受けたとき、

又は自ら発見したときに備えて、別図第３に定める通報連絡体制を整備しておくも

のとする。 

（２）原災法第１０条第１項に基づく通報連絡体制 

    原子力防災管理者は、原災法第１０条第１項に該当する事象の発生について通報

を受けたとき、又は自ら発見したときに備えて、別図第４－１及び別図第４－２に

定める通報連絡体制を整備しておくものとする。 

また、原子力防災管理者は、関係機関から、原災法第１０条第１項の通報につい

て報告を求められたときに、報告できるようにしておくものとする。 

（３）原災法第１０条第１項に基づく通報後の情報連絡体制 

    原子力防災管理者は、原災法第１０条第１項に基づく通報を行った後の関係機関

への報告及び連絡のために、別図第４－３及び別図第４－４に定める連絡体制を整

備しておくものとする。 

 

２．緊急時体制の発令及び解除 

（１）緊急時体制の発令 

   原子力防災管理者は、別表第１の事象が発生した場合、その情勢に応じて別図第５

に定める連絡経路により緊急時体制を発令する。 

   原子力防災管理者は、緊急時体制を発令した場合は、直ちに原子力事業者に報告す

る。 

（２）緊急対策本部の設置と緊急作業団の召集 

   原子力防災管理者は、研究所における緊急時体制発令時（緊急時体制発令が予想さ

れる場合を含む。）に緊急対策本部を設置し、緊急作業団を非常召集する。緊急対策

本部は原子力防災管理者、副原子力防災管理者及び原子力防災要員により構成され、

緊急作業団は原子力防災要員により構成される。 
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  緊急対策本部長（以下「本部長」という。）は、原子力防災管理者をあて、その職務

を遂行し、緊急対策本部副本部長（以下「副本部長」という。）は、副原子力防災管理

者をあて、本部長の職務を補佐する。なお、本部長が不在の時は、副本部長がその職

務を代行する。緊急対策本部は原則として事務棟防災管理者室に置く。 

緊急対策本部長は、必要があれば、緊急作業団を直接指揮するために、現地指揮本

部を設置することができる。現地指揮本部は、緊急作業団長が統括し、緊急対策本部

と連絡を密に取りながら緊急作業団の活動を指揮する。 

（３）緊急時体制の解除 

   本部長は、次に掲げる状態となった場合、関係機関と協議し緊急時体制を解除する。 

  ① 原災法第１５条第２項に基づく原子力緊急事態宣言が発令され、その後同法第１

５条第４項に基づく原子力緊急事態解除宣言が行われた場合。 

  ② 原災法第１５条第２項に基づく原子力緊急事態宣言の発令に至らず、原子力災害

の原因の除去及び被害範囲の拡大防止の措置を行い、事象が収束している場合。 

  ③ 警戒体制発令後、事象が収束し、警戒体制をとる必要がなくなった場合。 

    なお本部長は、研究所の緊急時体制を解除したとき、原子力事業者に報告すると

ともに、緊急対策本部を廃止し、緊急作業団を解散する。 

３．原子力事業所災害対策支援拠点の設置及び廃止 

本部長は、事態に応じ、原子力事業所災害対策支援拠点を設置し、原子力防災要

員を派遣し、復旧作業における放射線管理の実施、復旧資機材の調達・運搬等、事

故復旧作業の支援を行わせる。 

本部長は、緊急時体制を解除したとき、原子力事業所災害対策支援拠点を廃止す

ることができる。 

４．緊急時体制における権限の行使 

（１）緊急時体制が発令された場合は、研究所の原子力災害対策活動に関する一切の業務

は、緊急対策本部のもとで行う。 

（２）緊急時体制が発令された場合は、本部長が職制上の権限を行使して活発に原子力災

害対策活動を行う。ただし、権限外の事項であって緊急に実施する必要のあるものにつ

いては臨機の措置をとることができる。なお、権限外の事項については、行使後速やか

に所定の手続きをとるものとする。 
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（３）緊急対策本部員は、本部長又は副本部長の指揮のもとで、自己の統括する緊急作業

団の班の業務、自己の役割・任務等に基づく原子力災害対策活動に従事する。 

 

第３節 放射線測定設備及び原子力防災資機材の整備 

 

１．敷地境界付近の放射線測定設備 

  原子力防災管理者は、原災法第１１条第１項に基づく放射線測定設備（以下「モニタ

リングポスト」という。）を別図第６に定めるとおり整備し、次の措置を講ずる。なお、

モニタリングポストの仕様は以下のとおりとする。 

  測定器：NaI(Tl)(2”φ×2”) 

  測定範囲：10-2μGy/h～102μGy/h 

（１）毎年１回以上定期的にモニタリングポストを点検し、その機能が正常であることを

確認する。 

（２）モニタリングポストが故障等により使用不能となった場合は、速やかに修理等の措

置を講ずるとともに、修理が完了するまで以下の代替手法を講ずる。 

① 隣接するモニタリングポストの指示値に異常がないことを確認する。 

② 原子炉施設の運転状態に異常がないことを確認する。 

③ １２時間以上測定不能状態が継続すると判断される場合には、可搬式モニタリン

グポスト等を当該地点近傍に設置し、測定値を記録計等で記録する。１回／１日以

上記録された値を確認する。 

（３）モニタリングポストを新たに設置したとき又は変更したときは、様式第４に定める

現況届出書により内閣総理大臣及び原子力規制委員会、大阪府知事及び熊取町長に７

日以内に届け出る。この場合において、泉佐野市長及び貝塚市長に対してもこれに準

じた取り扱いを行う。 

（４）モニタリングポストを新たに設置したとき又は変更したときは、原災法第１１条第

５項の検査を受けるため、前号の現況届出書と併せて性能検査申請書を内閣総理大臣

及び原子力規制委員会に提出する。 

（５）モニタリングポストにより測定した放射線量を記録し、１年間保存するとともに、

測定した放射線量を公表する。 
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（６）関係機関からモニタリングポストの状況、若しくはモニタリングポストにより測定

された放射線量の記録又は公表に関する事項について報告を求められたときはこれ

を行うとともに、その評価を関係機関と共有する。 

 

２．原子力防災資機材等の整備 

  原子力防災管理者は、原災法第１１条第２項に規定される原子力防災資機材及びその

他の原子力防災資機材に関して次の措置を講ずる。 

（１）原子力防災資機材 

① 別表第５－１に定める原子力防災資機材を確保するとともに、定期的に点検し、

常に使用可能な状態に整備しておく。 

② 原子力防災資機材に不具合が認められた場合には、速やかに修理等の措置を講ず

るかあるいは代替品を補充することにより必要数量を確保する。 

③ 原子力防災資機材を備え付けたときは、様式第５に定める届出書により内閣総理

大臣及び原子力規制委員会、大阪府知事及び熊取町長に７日以内に届け出る。また、

毎年９月３０日現在における備え付けの現況を翌月７日までに同様式の届出書によ

り届け出る。この場合において、泉佐野市長及び貝塚市長に対してもこれに準じた

取り扱いを行う。 

④ 関係機関から原子力防災資機材の状況についての報告を求められたときはこれを

行う。 

（２）その他の原子力防災資機材 

① 別表第５－２に定めるその他の原子力防災資機材を確保するとともに、定期的に

点検し、常に使用可能な状態に整備して置く。 

② その他の原子力防災資機材に不具合が認められた場合には、速やかに修理等の措

置を講ずるかあるいは代替品を補充することにより必要数量を確保する。 

 

３．気象観測設備 

（１）原子力防災管理者は、気象観測設備の位置を別図第６に定めるとおりとし、常に使

用可能な状態に整備する。なお、気象観測設備は気象庁検定を受けたものを用い、仕

様は以下のとおりとする。 
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観測設備：超音波型風向風速計 

測定高さ：11m及び 35m  

（２）毎年１回以上定期的に点検し、その機能が正常であることを確認する。 

（３）原子力防災管理者は、気象観測設備に不具合が認められた場合、速やかに修理する

とともに、代替手段を講じる。 

（４）原子力防災管理者は、気象観測設備により観測したデータを１年間保存する。 

 

第４節 原子力災害活動で使用する資料の整備 

 

１．緊急事態応急対策拠点施設に備え付ける資料 

  原子力防災管理者は、緊急事態応急対策等拠点施設（以下「オフサイトセンター」と

いう。）において使用する資料として、別表第６に定める原子力災害対策活動で使用す

る資料のうち、内閣総理大臣に提出する資料を備え付ける。また、これらの資料につい

て年１回見直しを行う。 

なお、原災法第１２条第４項に基づく資料については、内容に変更があったときに提

出する。 

 

２．原子力規制庁緊急時対応センターに備え付ける資料 

  原子力防災管理者は、原子力規制庁緊急時対応センターにおいて使用する資料として、

別表第６に定める原子力災害対策活動で使用する資料のうち、内閣総理大臣に提出する

資料を備え付ける。また、これらの資料について年１回見直しを行う。 

 

３．緊急対策本部に備え付ける資料 

  原子力防災管理者は、別表第６に定める資料を緊急時対策所に備え付け、緊急対策本

部において使用する。また、これらの資料について定期的に見直しを行う。 

 

４．原子力事業所災害対策支援拠点で使用する資料 

  原子力防災管理者は、別表第６に定める資料を原子力事業所災害対策支援拠点にて

使用できるよう配備する。また、これらの資料について定期的に見直しを行う。 
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第５節 原子力災害対策活動で使用する施設及び設備の整備・点検 

 

１．緊急時対策所（緊急対策本部室） 

（１）原子力防災管理者は、緊急時対策所（緊急対策本部室）を常に使用可能な状態に整

備する。 

（２）原子力防災管理者は、緊急時対策所を地震等の自然災害が発生した場合においても、

その機能を維持できるように施設及び設備を整備する。 

（３）原子力防災管理者は、緊急時対策所を非常用電源から給電可能な状態に整備する。 

 

２．原子力事業所災害対策支援拠点 

（１）原子力防災管理者は、別図第９及び別表第２に定めるとおり、原子力事業所災害対

策支援拠点となる施設をあらかじめ選定しておく。 

（２）原子力防災管理者は、原子力事業所災害対策支援拠点における活動に必要な電力を

給電可能な状態にするための非常用電源に係る輸送体制をあらかじめ整備しておく。 

（３）原子力防災管理者は、別表第２及び別表第５－１に定めるとおり、資機材等を保管

するとともに、定期的に保守点検を行い、常に使用可能な状態に整備しておく。ま

た、故障等が認められた場合、速やかに修理する。 

（４）原子力防災管理者は、関係機関と確実な通信連絡が行えるよう、別表第２及び別表

第５－１に定めるとおり、配備する通信機器を保管するとともに、定期的に保守点

検を行い、常に使用可能な状態に整備しておく。また、故障等が認められた場合、速

やかに修理する。 

（５）原子力防災管理者は、資機材等に係る輸送体制をあらかじめ整備しておく。 

 

３．集合及び避難場所 

原子力防災管理者は、集合及び避難場所を原子力防災要員その他必要な関係者に周知

する。 

 

４．放送装置 

原子力防災管理者は、所内放送装置を常に使用可能な状態に整備する。また、所内放送
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装置に不具合が認められた場合、速やかに修理する。 

 

５．緊急時医療用除染施設 

原子力防災管理者は、緊急時医療用除染施設を常に使用可能な状態に整備する。また、

緊急時医療用除染施設に不具合が認められた場合、速やかに修理する。 

 

第６節 防災教育 

 

 原子力防災管理者は、原子力防災要員に対し、原子力災害に関する知識及び技能を習得

し、原子力災害対策活動の円滑な実施に資するため、次に掲げる項目について、毎年度当

初に計画を立案し、防災教育を実施する。また、防災教育実施後に評価を行い、課題等を

明らかにするとともに、必要に応じて教育内容の見直しを行う。 

１．防災活動及び組織に関する事項 

２．研究所の施設に関する事項 

３．放射線防護に関する事項 

４．核燃料物質に関する事項 

５．臨界安全管理に関する事項 

６．研究用原子炉及び臨界実験装置の特性に関する事項 

７．放射線及び放射性物質の測定方法及び機器を含む防災対策上の諸設備に関する事項 

 

第７節 防災訓練 

 

１．研究所における訓練 

（１）原子力防災管理者は、原子力防災組織が原子力災害発生時に有効に機能することを

確認するため、毎年度当初に計画を立案し、次に掲げる防災訓練を実施する。防災訓

練の内容については別表第７に示す。 

 ①  総合訓練 

②  要素訓練 

（２）原子力防災管理者は、総合訓練の実施要領等について、事前に原子力防災専門官の
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指導及び助言を受ける。 

（３）防災訓練実施後に評価を行い、課題等を明らかにするとともに、必要に応じて見直

しを行う。 

 

２．国又は地方公共団体が主催する訓練 

国又は地方公共団体が原子力防災訓練を実施するときは、訓練計画策定の参加要請に

基づき参画し、訓練内容に応じて原子力防災要員の派遣、原子力防災資機材の貸与その

他必要な措置の実施を考慮して訓練に参加する。 

 

３．国への実施結果の報告 

原災法第１５条第１項に定められた事象を想定した防災訓練を実施したときには、様

式第６により原子力規制委員会に報告するとともに、その要旨を公表する。 

 

第８節 関係機関との連携 

 

 原子力防災管理者は、関係機関と相互に連携を取りながら緊急事態応急対策及び原子力

災害事後対策を進めるため、平常時から次の項目に掲げるとおり相互連携を図るものとす

る。 

１．国との連携 

（１）国の機関（原子力規制委員会及びその他関係省庁）とは平常時から協調し、防災情報

の収集及び提供等相互連携を図る。 

（２）内閣総理大臣及び原子力規制委員会から原災法第３１条に基づく業務の報告を求め

られた場合、その業務についての報告を行う。 

（３）内閣総理大臣及び原子力規制委員会から原災法第３２条第１項に基づく研究所の立

ち入り検査を求められた場合は、その立ち入り検査についての対応を行う。 

（４）原子力防災専門官からこの計画の修正及び原子力防災組織の設置その他原子力災害予

防対策に関する指導及び助言があった場合、速やかにその対応を行う。 

また、原子力防災管理者は、原子力防災専門官と協調し、防災情報の収集及び提供等相

互連携を図る。 
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（５）原子力規制委員会又は国土交通大臣から炉規法第６４条第３項に基づく危険時の

措置について命令があった場合は、速やかにその対応を行う。 

 

２．地方公共団体との連携 

（１）地方公共団体（大阪府、熊取町、泉佐野市、貝塚市）と平常時から協調し、防災情報

の収集及び提供、緊急時モニタリング体制の整備・維持等に関して相互連携を図る。 

（２）地方防災会議等が開催される場合、参加要請に基づきこれに参加し密接な連携を保

つ。 

（３）大阪府知事、熊取町長から原災法第３１条に基づく業務の報告を求められた場合、

その業務についての報告を行う。 

（４）大阪府知事、熊取町長から原災法第３２条第１項に基づく研究所の立ち入り検査を

求められた場合、その立ち入り検査についての対応を行う。 

（５）泉佐野市長及び貝塚市長から前号の申し出があった場合にも前号に準じた対応を行

う。 

 

３．地元防災関係機関等との連携 

   地元防災関係機関等（泉州南消防組合熊取消防署、泉佐野警察署、岸和田海上保安署

及びその他関係機関）とは平常時から協調し、防災情報の収集及び提供等の相互連携を

図る。 

 

 第９節 周辺地域住民に対する平常時の広報活動 

 

 原子力防災管理者は、平常時より、研究所の周辺住民に対し、国、地方公共団体と協調

して次に掲げる内容について、正しい知識の普及・啓蒙を行うものとする。 

１．原子力事業所の概要 

２．原子力災害とその特殊性 

３．放射性物質及び放射線の特性 

４．原子力災害発生時における防災対策の内容 

なお、原子力災害が発生した場合に備え、住民等からの問い合わせに対応する相談窓口

の設置等、必要な体制を整備しておくものとする。 
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第３章 緊急事態応急対策の実施 

 

第１節 通報及び連絡 

 

１．通報及び連絡の実施  

（１）警戒事態に該当する事象発生時の連絡 

        原子力防災管理者は、警戒事態に該当する事象の発生について通報を受けたとき、

又は自ら発見したときは、ファクシミリ装置その他のなるべく早く到達する通信手

段を用いて、様式第７－１に定められた連絡様式に必要事項を記入し、直ちに別図

第３に定められた連絡先に連絡する。 

        なお、警戒事態に該当する事象発生後の施設の状況等については、ファクシミリ

装置その他のなるべく早く到達する通信手段を用いて、様式７－２に必要な事項を

記入し、別図第３に定められた連絡先に連絡する。 

（２）特定事象発生時の通報 

① 原子力防災管理者は、特定事象の発生について通報を受け、又は自ら発見したと

きは、ファクシミリ装置その他のなるべく早く到達する通信手段を用いて様式

第７－３に定められた通報様式に必要事項を記入し、直ちに別図第４―１に定

められた通報先に通報する。 

   ただし、事業所外運搬の場合にあっては、様式第７－４に定められた通報様式に

必要事項を記入し、直ちに別図第４－２に定められた通報先に通報する。 

② ①によることができない場合には、通報は、様式第７－３又は様式第７－４に定め

られた事項について行うものとし、また、通報の方法は、なるべく早く到達する手

段を用いて連絡するものとし、連絡を受けた旨を直ちに通報先に対し確認する。 

③ 原子力防災管理者は、原災法第１０条第１項に基づく通報を行った旨を関係機

関と連絡をとりつつ、報道機関へ発表する。 

④ 原子力防災管理者は、上記の通報等を行った場合、その内容を記録として保存す

る。 

⑤ 原子力防災管理者は、別表第１の事象に該当しない場合であっても、環境へ有意

な放射性物質又は放射線が事業所の敷地外へ放出又は放出の可能性があると判
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断した場合は、参考図第１に定める連絡経路に準じて関係機関へ連絡する。 

 

２．緊急時体制発令時の対応 

（１） 原子力防災管理者は、前項の事象が発生した場合、第２章第１節第１項の「緊急時

体制の区分」に基づき、直ちに緊急時体制を発令する。 

   なお、原子力防災管理者は事象の進展によっては、第１次緊急時体制を発令せず、

直接第２次緊急時体制を発令する。その場合の緊急時体制の発令は、第３章第３節「原

子力緊急事態宣言発令時の措置」に準ずる。 

（２） 原子力防災管理者は、前号に規定する緊急時体制を発令した場合は、直ちに原子力

事業者に報告する。 

（３） 原子力防災管理者は、緊急時体制発令後、第２章第２節第２項（２）に規定する緊

急対策本部構成員及び緊急作業団構成員を、所内放送又は緊急時連絡網等によって非

常召集する。 

（４） 緊急対策本部が設置された後は、原子力防災管理者が本部長となり活動を開始する。 

（５） 原子力防災管理者は、事業所外運搬にかかる事象の発生の場合にあっては、研究所

に緊急対策本部を設置するとともに、事象の状況に応じて、必要な原子力防災要員及

び資機材を派遣・輸送し、事象発生地にて原子力防災組織の業務の一部を行う。 

 

３．情報の収集と提供 

（１） 本部長は、事故状況の把握を行うため、速やかに次の事項を調査し、事故及び被害

状況等の情報を迅速かつ的確に収集する。 

  ① 事故の発生時刻及び場所 

  ② 事故原因及び状況 

② 被ばく及び障害等人身災害にかかわる状況 

  ④ 研究所敷地周辺等における放射線量又は放射性物質の濃度 

  ⑤ 放出放射性物質の量、種類、放出場所及び放出状況の推移等の状況 

  ⑥ 気象状況 

  ⑦ 収束の見通し 

  ⑧ その他必要と認める事項 
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（２）本部長は、上記収集内容を、様式第８－１に定められた連絡様式に従い、別図第４－

３に定められた関係機関に速やかに連絡することとし、国、府、関係市町村、及びその

他の防災関係機関が実施する応急対策活動に支障の生ずることがないよう努める。 

ただし、事業所外運搬の場合にあっては、様式第８－２に定められた連絡様式に従い、

別図第４－４に定められた関係機関に速やかに連絡する。 

（３）本部長は、通報、連絡を行う場合、ファクシミリ装置を用いて一斉に送信するとと

もに、送信した旨を直ちに電話で主な通報連絡先に連絡する。 

 

４．電話回線の確保 

  本部長は通報、連絡を行う場合、第２章第３節第２項に示す設備及び加入電話等を利

用して行う。また必要と認めたときは、通話制限その他必要な措置を講じる。 

 

第２節 応急措置の実施 

 

１．警備及び避難誘導 

  本部長は、緊急時体制を発令した場合、次に掲げる措置を講じる。 

（１）避難場所等の指定 

 緊急時体制が発令された場合、原子力災害対策活動に従事しない者及び来訪者等に

対し避難警告を行うとともに、速やかに避難場所（事務棟会議室）へ避難させる。 

（２）事業所敷地外への避難 

   避難者を研究所敷地外へ避難させる必要がある場合は、研究所敷地外へ避難させる

とともに、その旨を直ちに大阪府知事、熊取町長、泉佐野市長、貝塚市長及び原子力

防災専門官に連絡する。 

（３）研究所への入域制限 

   緊急時体制発令中においては、研究所敷地内への入域を制限するとともに、原子力

災害対策活動に関係のない車両の使用を禁止する。 

 

２．放射線量及び放射性物質濃度の測定 

  本部長は研究所内及び研究所敷地周辺の放射線量及び放射性物質の濃度の測定を継続
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的に行い、放射性物質が研究所敷地外に放出された場合、モニタリングポストのデータ、

気象観測データ及び緊急時モニタリングデータ等から放射能影響範囲を推定し、その結

果を関係機関へ連絡する。 

なお、モニタリングポストが故障等により監視不能となった場合には、サーベイメー

タ、可搬型モニタリングポスト等にて測定し、その結果から放射能影響範囲を推定する。 

 

３．緊急時医療 

（１）負傷者等の救助活動 

本部長は、負傷者等（負傷者及び放射線障害を受けた者又は受けたおそれのある者

をいう。）がいる場合は、負傷者等を放射線による影響の少ない場所に、速やかに

救出する等の必要な措置を講ずる。 

（２）応急処置及び連絡 

本部長は、負傷者等に対し可能な限りの応急処置及び除染等の措置を講じ、別に定

めるマニュアル等に従い、必要な措置を講じる。 

（３）医療活動及び二次災害防止に関する措置 

本部長は、負傷者等に対する適切な医療及び救急隊等の被ばく管理に資するため、

医療機関等への移送及び治療の依頼等を行う場合、救急隊到着時に事故の概要、負

傷者等の放射性物質による汚染の状況、移送及び治療の際の放射線量等の情報を伝

達する等の必要な措置を講ずるとともに、放射線管理を行う原子力防災要員を随行

させる。 

また、負傷者等の搬送時における放射性物質による汚染の拡大防止等に協力、支援

する。 

 

４．消火活動 

  本部長は速やかに火災の状況を把握し、職員の安全を確保しつつ、消防機関と協力し

て迅速に消火活動を行う。 

 

５．汚染拡大の防止 

  本部長は、不必要な被ばくを防止するため、関係者以外の者の立入りを禁止する区域
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を放送等により周知するほか、標識等により明示する。また、放射性物質による汚染

が確認された場合には、速やかにその拡大の防止及び除去に努める。 

 

６．線量評価等 

  本部長は、避難者及び原子力防災要員の線量評価を行うとともに、放射性物質による

汚染が確認された場合、速やかにその拡大の防止及び除去に努める。 

 

７．広報活動 

  本部長は、緊急時体制を発令したときは、研究所内に報道機関のための広報場所を

開設し、広報を行う。ただし、オフサイトセンターの運営が開始された場合には、オ

フサイトセンターに広報拠点を移設する。また、市町が行う周辺住民への広報活動に

ついては、積極的に協力する。 

 

８．応急復旧 

（１）施設及び設備の整備並びに点検 

    本部長は、警報盤の計器等での監視及び可能な範囲での巡視点検の実施により、設

備の異常の状況、機器の動作状況等の把握に努める。 

（２）応急の復旧対策 

  本部長は、原子力災害の拡大防止を図るため、下記の事項に関する応急復旧計画を

策定し、それに基づき速やかに復旧対策を実施する。 

①  施設や設備の整備及び点検 

②  故障した設備等の応急の復旧 

③  その他、応急の復旧対策に必要な事項 

（３）原子力規制委員会から命令があった場合の対応 

本部長は、炉規法第６４条第３項の規定に基づく危険時の措置について、原子力規制

委員会から命令があった場合は、適切に対応する。 

 

９．原子力災害の発生又は拡大の防止を図るための措置 

  本部長は、事故状況の把握、事故の拡大防止及び被害の拡大に関する推定を行い、原
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子力災害の発生又は拡大の防止を図るため、次に掲げる事項について検討し、実施

するものとする。 

（１）事故発生施設については、事故拡大防止に必要な措置を講ずる。 

（２）事故の拡大のおそれがある施設については、事故拡大防止に必要な措置を講ずる。 

（３）その他の施設については、その保安維持を行う。 

（４）環境への放射性物質の放出状況及び気象状況等から、事故による周辺環境への影響

を予測する。 

 

１０．資機材の調達及び輸送 

  本部長は、原子力防災資機材及びその他原子力災害対策活動に必要な資機材を調達し、

輸送する。 

 

１１．事業所外運搬に係る事象発生時における措置 

  本部長は、事業所外運搬に係る事象が発生した場合、直ちに現場へ必要な要員を派遣

し、運搬を委託された者、最寄りの消防署、警察署及び海上保安部署と協力して、事象

の状況を踏まえ、次に掲げる措置を実施し、原子力災害の発生の防止を図る。 

（１）放射線障害を受けた者の救出、避難等の措置 

（２）消火、延焼防止の措置 

（３）運搬に従事する者や、付近にいる者の退避 

（４）立入制限区域の設定 

（５）核燃料物質等の安全な場所への移動 

（６）モニタリングの実施 

（７）核燃料物質等による汚染、漏えいの拡大の防止及び汚染の除去 

（８）その他放射線障害の防止のために必要な措置 

 

１２．応急措置の実施報告 

   本部長は、本節の各項に掲げる応急措置を実施した場合、様式第８－１に定める連絡

様式にその概要を記載し、別図第４－３に定められた関係機関に定期的に報告する。 

  ただし、事業所外運搬に係る事象の発生の場合にあっては、様式第８－２に定められ
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た連絡様式に従い、別図第４－４に定められた関係機関に定期的に報告する。 

 

１３．原子力防災要員の派遣等 

（１）オフサイトセンター等への派遣 

  本部長は、第一次緊急時体制及び第二次緊急時体制を発令した場合、指定行政機関の

長及び指定地方行政機関の長並びに大阪府知事、熊取町長、泉佐野市長、貝塚市長その

他の関係機関の実施する次に掲げる緊急事態応急対策が的確かつ円滑に行われるように

するため、別表第８に定める原子力防災要員の派遣、原子力防災資機材の貸与、住民の

避難退域時検査及び簡易除染その他必要な措置を講じる。 

ａ．オフサイトセンターの業務に関する事項 

① オフサイトセンターの設営準備助勢 

② 研究所とオフサイトセンターとの情報交換 

③ 報道機関への情報提供 

④ 緊急事態応急対策についての相互の協力及び調整 

⑤ 原子力災害合同対策協議会への参加等 

ｂ．緊急時モニタリング、汚染検査及び汚染除去に関する事項 

① 緊急時モニタリング 

② 身体又は衣類に付着している放射性物質の汚染の測定 

③ 住民等からの依頼による物品又は家屋等の放射性物質による汚染の測定 

④ 放射性物質による汚染が確認されたものの除染 

 

  派遣された原子力防災要員は、原子力災害合同対策協議会の指示に基づき、必要な業

務を行う。 

また、原子力事業者は必要に応じて他の原子力事業者の支援を要請する。 

（２）原子力規制庁緊急時対応センターへの派遣 

本部長は、原子力規制委員会等から原子力規制庁緊急時対応センターの運営準備に

入る体制をとる旨の連絡を受けた場合は、適切な要員を選定し、派遣する。 

a. 原子力規制庁緊急時対応センターにおける業務に関する事項 

① 研究所と原子力規制庁緊急時対応センター等との情報交換 
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② 緊急事態応急対策についての相互の協力及び調整 

（３）原子力事業所災害対策支援拠点への派遣 

本部長は、次に掲げる事項を実施するための拠点として、原子力事業所災害対策支

援拠点の設置が必要と判断した場合、あらかじめ選定しておいた施設から適切な拠点

を選定し、必要な要員の派遣、原子力事業所災害対策支援拠点に必要な資材等の輸送を

実施する。 

a. 原子力事業所災害対策支援拠点における業務に関する事項 

① 研究所への物資の輸送 

② 輸送に付随する放射線管理、入退域管理 

③ 拠点運営、関係機関との調整連絡等 

 

第３節 原子力緊急事態宣言発令時の措置 

 

１．第２次緊急時体制の発令 

（１）本部長は、周辺環境の放射線量又は原子炉施設等の状態が原災法第１５条第１項に

定められた基準の状態に至った場合は、様式第７－３に定められた報告様式に従って、

別図第４－１に定められた関係機関に報告する。ただし、事業所外運搬に係る事象の

発生の場合にあっては、様式第７－４に定められた報告様式に従って、別図第４－２

に定められた関係機関に報告する。 

（２）本部長は、この報告を行ったとき又は内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言をしたと

きは、第２次緊急時体制を発令する。 

 

２．原子力災害合同対策協議会等への連絡報告 

（１）本部長は、オフサイトセンターの運営が開始された場合、オフサイトセンターに派

遣される原子力防災要員と密接に連絡を取る。本部長は原子力災害合同対策協議会か

ら研究所に要請された事項に対応するとともに、原子力災害合同対策協議会に対して

必要な意見を進言するものとする。 

（２）本部長は、関係機関から原子力緊急事態の状況及び緊急事態応急対策の実施に関す

る事項について報告を求められたときは、要員を派遣して報告を行う。 
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３．応急措置の継続実施 

  本部長は、第３章第２節「応急措置の実施」に示す各措置を、緊急時体制が解除され

るまでの間継続して実施する。事業所外運搬における事象の発生の場合も同様とする。 
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第４章 原子力災害事後対策の実施 

 

 原子力防災管理者は、原災法第１５条第４項の規定による原子力緊急事態解除宣言があ

ったとき以後において、原子力災害の拡大の防止又は原子力災害の復旧を図るため、原子

力災害事後対策を実施する。 

 

第１節 研究所内の対策 

 

１．復旧対策 

本部長は、原子力災害発生後の事態収拾の円滑化を図るため、次に掲げる事項について

復旧計画を策定し、内閣総理大臣、原子力規制委員会、大阪府知事、熊取町長、泉佐野市

長、貝塚市長に提出するとともに、公表する。 

本部長は、当該計画に基づき速やかに復旧対策を実施する。 

（１）原子炉施設等の損傷状況及び汚染状況の把握 

（２）原子炉施設等の除染の実施 

（３）原子炉施設等損傷部の修理及び改造の実施 

（４）放射性物質の漏えいの防止 

（５）復旧対策の実施体制、実施担当者及び実施工程 

  本部長は、関係機関から原子力災害事後対策の実施に関する事項について報告を求め

られたときは、これを行う。 

 

２．被災者の相談窓口の設置 

  原子力事業者は、被災者の損害賠償請求等のための相談窓口を設置する等、必要な体

制を速やかに整備する。 

 

３．原子力緊急事態解除宣言以降に設置される原子力災害合同対策協議会への参加 

  本部長は、指名した者を原子力災害合同対策協議会の構成員として派遣する。派遣さ

れた構成員は、原子力災害合同対策協議会の決定事項を対策本部に指示、伝達するとと

もに、原子力災害合同対策協議会において必要な意見を述べる。本部長は、原子力災害
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合同対策協議会において出された要求事項について、必要な対策を行う。 

 

４．緊急時体制の解除 

本部長は、第２章第２節第２項（３）「緊急時体制の解除」に基づき緊急時体制を解除

した場合、その旨を別図第４―３又は別図第４－４に定める連絡経路により報告する。 

 

５．原因究明と再発防止対策の実施 

原子力防災管理者は、原子力災害の発生した原因を究明し、必要な再発防止対策を講

じる。 

 

第２節 原子力防災要員の派遣等 

 

 原子力防災管理者は、指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに大阪府知事、

熊取町長、泉佐野市長、貝塚市長、その他の関係機関が実施する原子力災害事後対策が的

確かつ円滑に行われるようにするため、次の事項について別表第９に定める原子力防災要

員の派遣、原子力防災資機材の貸与その他必要な措置を講じる。また、資機材の貸与にあ

たって、資機材が不足する場合、本部長は他の原子力事業者に協力を要請する。 

１． 広報活動に関する事項 

（１）研究所とオフサイトセンターとの情報交換 

（２）報道機関への情報提供 

（３）被災者の相談窓口の設置 

 

２．環境放射線モニタリング、汚染検査及び汚染除去に関する事項 

（１） 環境放射線モニタリング 

（２） 身体又は衣類に付着している放射性物質による汚染の測定 

（３） 住民等からの依頼による物品又は家屋等の放射性物質による汚染の測定 

（４） 放射性物質による汚染が確認されたものの除染 

なお、派遣された原子力防災要員は、オフサイトセンターに設置される原子力災害合同

対策協議会（原子力災害合同対策協議会が解散している場合は派遣先）の指示に基づき、
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必要な業務を行うとともに、電話等により緊急対策本部との情報共有を図る。 

 

第５章 その他 

 

第１節 他の原子力事業所への協力 

 

 他の原子力事業者の原子力事業所で原子力災害が発生した場合、原子力事業者は、当該

事業者、指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他関係機関の

実施する緊急事態応急対策及び原子力災害事後対策が的確かつ円滑に行われるようにする

ため、次に掲げる事項について別表第１０に定める原子力防災要員の派遣、原子力防災資

機材の貸与その他必要な措置を講じる。 

（１） 緊急時モニタリング 

（２） 身体又は衣類に付着している放射性物質による汚染の測定 

（３） 住民等からの依頼による物品又は家屋等の放射性物質による汚染の測定 

（４） 放射性物質による汚染が確認されたものの除染 

（５） 住民の避難退域時検査及び簡易除染 

ただし、事業所外運搬の場合にあっては、「他の原子力事業者の原子力事業所で」を「

他の原子力事業者が責任を有する事業所外運搬の輸送中に」に読み替えて準用する。 

なお、派遣要員及び原子力資機材等の輸送手段として、車両等を使用することとするが

、道路等の状況に応じて、別途、必要な措置を講じる。 

 

第２節 他の原子力事業者との協定 

 

 大阪府域の原子力事業者間における原子力災害の拡大防止と早期復旧を図ることを目的

として、大阪府、原子燃料工業、近畿大学及び京都大学の間で「原子力災害時の相互支援

に関する協定書」（平成１３年５月２８日付）を締結し、応急対策の強化と原子力事業者

間の応援活動等について、相互に協力することを定めている。 
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   附 記 

 この原子力事業者防災業務計画は、平成１２年１１月１６日付けで作成する。 

 この原子力事業者防災業務計画は、平成１３年１１月１６日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、平成１４年１１月１６日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、平成１５年１１月１６日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、平成１６年１１月１６日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、平成１９年１１月１６日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、平成２０年１１月１６日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、平成２１年１１月１６日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、平成２３年１１月１６日付けで作成する。 

  この原子力事業者防災業務計画は、平成２４年１１月１６日付けで作成する。 

 この原子力事業者防災業務計画は、平成２５年３月１８日付けで作成する。 

 この原子力事業者防災業務計画は、平成２５年１２月１日付けで作成する。 

 この原子力事業者防災業務計画は、平成２６年１２月１日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、平成２７年１２月１日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、平成２８年８月１日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、平成３０年６月１日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、令和元年１１月１日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、令和３年３月２９日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、令和３年１０月２２日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、令和４年１０月１日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、令和５年１０月１７日付けで作成する。 

この原子力事業者防災業務計画は、令和６年１１月２５日付けで作成する。 

 



 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

原子力事業者防災業務計画別紙 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

原子力事業者防災業務計画別紙目次 

 

別表第１ 原災法に基づく通報基準及び EALを判断する基準の解釈 

別表第２ 原子力事業所災害対策支援拠点 

別表第３ 原子力防災要員の職務 

別表第４ 副原子力防災管理者と原子力防災管理者の代行順位 

別表第５－１ 原子力防災資機材 

別表第５－２ その他の原子力防災資機材 

別表第６ 原子力災害対策活動で使用する資料 

別表第７ 防災訓練に係る訓練項目 

別表第８ 緊急事態応急対策における原子力防災要員の派遣、原子力防災資機材の貸与 

別表第９ 原子力災害事後対策における原子力防災要員の派遣、原子力防災資機材の貸与 

別表第１０ 他の原子力事業所で発生した原子力災害への原子力防災要員の派遣、原子力

防災資機材の貸与 

 

別図第１ 原子力防災組織 

別図第２ 原子力防災組織（原子力災害時）の業務分掌 

別図第３ 警戒事態に該当する事象の連絡経路 

別図第４―１ 原災法第１０条第１項に基づく通報経路 （研究所内での事象発生時） 

別図第４－２ 原災法第１０条第１項に基づく通報経路 （事業所外運搬での事象発生時） 

別図第４－３ 原災法第２５条第２項に基づく連絡経路 （研究所内での事象発生時） 

別図第４－４ 原災法第２５条第２項に基づく連絡経路 （事業所外運搬での事象発生時） 

別図第５ 緊急時体制発令時の非常召集連絡経路 

別図第６ 気象観測塔と研究所敷地境界付近のモニタリングポスト配置図 

別図第７ 原子力防災資機材等保管場所 

別図第８ 研究所内の緊急時対策所 

別図第９ 原子力事業所災害対策支援拠点の候補地 

 

様式第１ 原子力事業者防災業務計画作成（修正）の届出書 

様式第２ 原子力防災要員現況届出書 

様式第３ 原子力防災管理者及び副原子力防災管理者の選任・解任届出書 

様式第４ 放射線測定設備現況届出書 

様式第５ 原子力防災資機材現況届出書 

様式第６ 防災訓練実施結果報告書 

様式第７－１ 警戒事態該当事象の発生連絡 

様式第７－２ 警戒事態該当事象の状況報告 



 

 

様式第７－３ 特定事象発生時の通報様式（原災法第１０条第１項事象）(事業所内) 

様式第７－４ 特定事象発生時の通報様式（原災法第１０条第１項事象）(事業所外運搬) 

様式第８－１ 応急措置の概要の報告(事業所内) 

様式第８－２ 応急措置の概要の報告(事業所外運搬) 

 



 

 

別表第１ 原災法に基づく通報基準及び EAL を判断する基準の解釈 

 

 (01)敷地境界放射線量上昇 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

SE01 政令第４条第４項第１号 

 第１項に規定する基準以上の放射線量が第２項又は前項の定めるところにより

検出されたこと。 

 

政令第４条第１項（第１項に規定する基準） 

 法第１０条第１項の政令で定める基準は、５μSv/h の放射線量とする。 

 

政令第４条第２項（第２項の定めるところ） 

 法第１０条第１項の規定による放射線量の検出は、法第１１条第１項の規定に

より設置された放射線測定設備の一又は二以上について、それぞれ単位時間（２

分以内のものに限る。）ごとのガンマ線の放射線量を測定し１時間当たりの数値

に換算して得た数値が、前項の放射線量以上のものとなっているかどうかを点検

することにより行うものとする。ただし、当該数値が落雷の時に検出された場合

その他原子力規制委員会規則で定める場合は、当該数値は検出されなかったもの

とみなす。 

 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第３条の２

（原子力規制委員会規則で定める場合） 

 令第４条第２項の原子力規制委員会規則で定める場合は、原子力規制委員会が

定める測定設備及び当該測定設備により検出された数値に異常が認められない場

合（令第４条第２項の１時間当たりの数値に換算して得た数値が、同条第１項の

放射線量以上のものとなっている原因を直ちに原子力規制委員会に報告する場合

に限る。）とする。 

 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第３条の２の

規定に基づく測定設備を定める告示(原子力規制委員会が定める測定設備) 

 

【常時】 

＜敷地境界付近の放射線量の上昇＞ 

モニタリングポスト（FM1～5）におい

て、以下のいずれかとなったとき。 

（１） 1 地点以上において、5μSv/h

以上を検出したとき。※２ 

（２） 1 地点以上において、1μSv/h

以上を検出した場合、中性子線測定サ

ーベイメータにて測定した原子炉施設

周辺の中性子線量と、モニタリングス

テーション又はモニタリングポストの

放射線量との合計が 5μSv/h 以上とな

ったとき。※２ 

※２モニタリングポストの指示値につ

いては、環境放射線モニタリング指針

等に基づき、1Gy/h＝1Sv/hとして運用

する。 

 

ただし、以下のいずれかの場合は除

く。 

（１） 落雷のときに検出された場合。 

（２） 原子力防災資機材として届け出

たモニタの指示値に異常が認められな

いものとして、原子力規制委員会に口

頭連絡するとともに、文書で報告した

場合。 

 

KUR 

KUCA 

SF 



 

 

政令第４条第３項（前項の定めるところ） 

 前項の定めるところにより検出された放射線量が法第１１条第１項の規定によ

り設置された放射線測定設備のすべてについて第１項の放射線量を下回っている

場合において、当該放射線測定設備の一又は二以上についての数値が１μSv/h 以

上であるときは、法第１０条第１項の規定による放射線量の検出は、前項の規定

にかかわらず、同項の定めるところにより検出された当該各放射線測定設備にお

ける放射線量と原子炉の運転等のための施設の周辺において原子力規制委員会規

則で定めるところにより測定した中性子線の放射線量とを合計することにより行

うものとする。 

 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第４条（原子

力規制委員会規則で定めるところ） 

 令第４条第３項の規定による中性子線の測定は、中性子線（自然放射線による

ものを除く。）が検出されないことが明らかとなるまでの間、原子力災害対策特

別措置法に基づき原子力事業者が作成すべき原子力事業者防災業務計画等に関す

る命令第４条第１項の規定により備え付けることとされた中性子線測定用可搬式

測定器によって、瞬間ごとの中性子線の放射線量を測定し、１時間当たりの数値

に換算することにより行うものとする。 

 

 

 

GE01 法第１５条第１項第１号 

 第１０条第１項前段の規定により内閣総理大臣及び原子力規制委員会が受けた

通報に係る検出された放射線量又は政令で定める放射線測定設備及び測定方法に

より検出された放射線量が、異常な水準の放射線量の基準として政令で定めるも

の以上である場合 

 

政令第６条第１項（政令で定める放射線測定設備） 

 略 

政令第６条第２項（政令で定める測定方法） 

 略 

政令第６条第３項（異常な水準の放射線量の基準として政令で定めるもの） 

 法第１５条第１項第１号の政令で定める基準は、次の各号に掲げる検出された

放射線量の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める放射線量とする。 

一 第４条第４項第１号に規定する検出された放射線量又は第１項の放射線測定

【常時】 

＜敷地境界付近の放射線量の上昇＞ 

敷地境界付近の放射線量が以下のいず

れかとなったとき。 

（１）モニタリングポスト（FM1～5）

において、以下のいずれかとなったと

き。 

・1 地点において、5μSv/h 以上を 10

分間以上継続して検出したとき。※１ 

・2 地点以上において、5μSv/h 以上を

検出したとき。※１ 

・１地点以上において、1μSv/h 以上を

検出した場合、中性子線測定サーベイ

メータにて測定した原子炉施設の周辺

KUR 

KUCA 

SF 



 

 

設備及び前項の測定方法により検出された放射線量（これらの放射線量のいずれ

かが、二地点以上において又は１０分間以上継続して検出された場合に限る。） 

５μSv/h 

二  （以下、略） 

の中性子線量と、モニタリングポスト

の放射線量との合計が 10 分間以上継続

して 5μSv/h 以上となったとき。※１ 

※１ モニタリングポストの指示値につ

いては、環境放射線モニタリング指針

等に基づき、1Gy/h＝1Sv/h として運用

する。 

ただし、以下のいずれかの場合は除

く。 

・落雷のときに検出された場合。 

・原子力防災資機材として届け出たモ

ニタの指示値に異常が認められないも

のとして、原子力規制委員会に口頭連

絡するとともに、文書で報告した場

合。 

 

（02）放射性物質通常経路放出 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

SE02 政令第４条第４項第２号 

 当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排気筒、排水口その

他これらに類する場所において、当該原子力事業所の区域の境界付近に達した場

合におけるその放射能水準が第１項に規定する放射線量に相当するものとして原

子力規制委員会規則で定める基準以上の放射性物質が原子力規制委員会規則で定

めるところにより検出されたこと。 

 

第１項に規定する放射線量：５μSv/h  

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第５条第１項

（原子力規制委員会規則で定める基準、原子力規制委員会規則で定めるところ） 

 令第４条第４項第２号の原子力規制委員会規則で定める基準及び同号の規定に

よる放射性物質の検出は、加工事業者、原子炉設置者、貯蔵事業者、廃棄事業者

又は使用者にあっては、次の表の上覧に掲げる場合に応じ、基準についてはそれ

ぞれ同表の中欄に掲げるものとし、検出についてはそれぞれ同表の下欄に掲げる

【SE02】と【GE02】は同じ判断基準 
【常時】 

＜通常放出経路での気体放射性物質の

放出＞ 

排風機が作動の状態である場合におい

て、以下に示すガスモニタ指示値を 10

分間以上継続して検出したとき。 

（１）KUR スタックガスモニタ：10pA

以上 

（２）KUCA スタックガスモニタ：

1000cps 以上 

（３）SF ガスモニタ：10pA 以上 

ただし、故障や落雷によるノイズ等、

KUR 

KUCA 

SF 

 



 

 

ところによるものとする。 外的要因が明確である場合を除く。 

 GE02 法第１５条第１項第２号 

 前号に掲げるもののほか、原子力緊急事態の発生を示す事象として政令で定め

るものが生じた場合 

 

政令第６条第４項第１号 

 第４条第４項第２号に規定する場所において、当該原子力事業所の区域の境界

付近に達した場合におけるその放射能水準が前項第１号に定める放射線量に相当

するものとして原子力規制委員会規則で定める基準以上の放射性物質が原子力規

制委員会規則で定めるところにより検出されたこと。 

 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第１２条第１

項（原子力規制委員会規則で定める基準、原子力規制委員会規則で定めるとこ

ろ） 

 令第６条第４項第１号の原子力規制委員会規則で定める基準及び同号の規定に

よる放射性物質の検出は、加工事業者、原子炉設置者、貯蔵事業者、廃棄事業者

又は使用者にあっては、第５条の表の上覧に掲げる場合に応じ、基準については

それぞれ同表の中欄に掲げるものとし、検出についてはそれぞれ同表の下欄に掲

げるところによるものとする。 

 

（04）火災爆発等による放射性物質放出 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

SE04 政令第４条第４項第３号 

 当該原子力事業所の区域内の場所のうち原子炉の運転等のための施設の内部に

設定された管理区域（その内部において業務に従事する者の被ばく放射線量の管

理を行うべき区域として原子力規制委員会規則で定める区域をいう。）外の場所

（前号に規定する場所を除く。）において、次に掲げる放射線量又は放射性物質

が原子力規制委員会規則で定めるところにより検出されたこと。 

イ 50μSv/h 以上の放射線量 

ロ 当該場所におけるその放射能水準が 5μSv/h 以上の放射線量に相当するもの

として原子力規制委員会規則で定める基準以上の放射性物質 

 

【常時】 

火災、爆発その他これらに類する事象

の発生の際に、以下のいずれかとなっ

たとき。 

＜火災爆発等による管理区域外での放

射線の放出＞ 

（１）事業所の周辺監視区域内の場所

のうち管理区域の外において、ガンマ

KUR 

KUCA 

SF 



 

 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第６条第１項

（原子力規制委員会規則で定める区域） 

 令第４条第４項第３号に規定する区域は、次の表の上欄に掲げる原子力事業者

の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる区域とする。 

原子炉

設置者 

実用発電用原子炉（規制法第４３条の４第１項に規定する実用発電用

原子炉をいう。）の設置の許可を受けた者にあっては実用発電用原子

炉の設置、運転等に関する規則第２条第２項第４号に、それ以外の者

にあっては試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規

則第１条の２第４号に規定する管理区域 

使用者 核燃料物質の使用等に関する規則第１条第２号に規定する管理区域 

 

前号に規定する場所：当該原子力施設における原子炉の運転等のための施設の排

気筒、排水口その他これらに類する場所。 

 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第６条第３項

（原子力規制委員会規則で定めるところ） 

 令第４条第４項第３号の規定による放射線量又は放射性物質の検出は、次に定

めるところによるものとする。 

一 放射線量については、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、

令第４条第４項第３号イの放射線量の水準を１０分間以上継続して検出するこ

と。 

二 放射性物質については、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際

に、前項の規定に基づく放射性物質の濃度の水準を検出すること。 

 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第６条第４項 

 火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量又は放射性物質の

濃度の測定が困難である場合にあって、その状況に鑑み、前項の検出により令第

４条第４項第３号イの放射線量の水準又は第２項の規定に基づく放射性物質の濃

度の水準が検出される蓋然性が高い場合には、前項の規定にかかわらず、当該放

射線量又は放射性物質の濃度の水準が検出されたものとみなす。 

 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第６条第２項

（原子力規制委員会規則で定める基準） 

線測定用サーベイメータにより、

50μSv/h 以上の放射線量を10分間以上

継続して検出したとき。 

（２） 火災、爆発その他これらに類す

る事象の状況により放射線量の測定が

困難である場合であって、その状況に

鑑み、50μSv/h 以上の放射線量を検出

する蓋然性が高いとき。 

 

＜火災爆発等による管理区域外での放

射性物質の放出＞ 

（１） 事業所の周辺監視区域内の場所

のうち管理区域の外において、当該場

所における放射能水準が5μSv/h に相

当するものとして、以下に掲げる空気

中の放射性物質の濃度が検出されたこ

と。 

（２） 火災、爆発その他これらに類す

る事象の状況により放射性物質の濃度

の測定が困難である場合であって、そ

の状況に鑑み、上記の放射性物質の濃

度の水準が検出される蓋然性が高いと

き。 

【放射性物質の濃度】 

一. 検出された放射性物質の種類が明

らかで、かつ、一種類である場合にあ

っては、放射性物質の種類又は区分に

応じた空気中濃度限度に50を乗じて得

た値 

二. 検出された放射性物質の種類が明



 

 

 令第４条第４項第３号ロの原子力規制委員会規則で定める基準は、空気中の放

射性物質の濃度について、次に掲げる放射能水準とする。 

一 検出された放射性物質の種類が明らかで、かつ、一種類である場合にあって

は、放射性物質の種類に応じた空気中濃度限度に５０を乗じて得た値 

二 検出された放射性物質の種類が明らかで、かつ、二種類以上の放射性物質が

ある場合にあっては、それらの放射性物質の濃度のそれぞれその放射性物質につ

いての前号の規定により得られた値に対する割合の和が一となるようなそれらの

放射性物質の濃度 

三 検出された放射性物質の種類が明らかでない場合にあっては、空気中濃度限

度（当該空気中に含まれていないことが明らかである放射性物質の種類に係るも

のを除く。）のうち、最も低いものに５０を乗じて得た値 

らかで、かつ、二種類以上の放射性物

質がある場合にあっては、それらの放

射性物質の濃度のそれぞれその放射性

物質についての前号の規定により得ら

れた値に対する割合の和が一となるよ

うなそれらの放射性物質の濃度の値 

三. 検出された放射性物質の種類が明

らかでない場合にあっては、空気中濃

度限度（当該空気中に含まれていない

ことが明らかである放射性物質の種類

に係るものを除く。）のうち、最も低

いものに50を乗じて得た値 

（注１）排気筒、排水口これに類する

場所における放射性物質の検出につい

ては、「SE02」で通報する。 

 

GE04 政令第６条第３項（異常な水準の放射線量の基準として政令で定めるもの） 

法第１５条第１項第１号の政令で定める基準は、次の各号に掲げる検出された放

射線量の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める放射線量とする。 

一 略 

二 第４条第４項第３号イに規定する検出された放射線量 ５mSv/h 

三 略 

 

政令第６条第４項第２号 

第４条第４項第３号に規定する場所において、当該場所におけるその放射能水準

が５００μSv/h の放射線量に相当するものとして原子力規制委員会規則で定める

基準以上の放射性物質が原子力規制委員会規則で定めるところにより検出された

こと。 

 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第１３条（原

子力規制委員会規則で定める基準、原子力規制委員会規則で定めるところ） 

 令第６条第４項第２号の原子力規制委員会規則で定める基準は、第６条第２項

【常時】 

火災、爆発その他これらに類する事象

の発生の際に、以下のいずれかとなっ

たとき。 

 

＜火災爆発等による管理区域外での放

射線の異常放出＞ 

（１） 事業所の周辺監視区域内の場所

のうち管理区域の外において、ガンマ

線測定用サーベイメータにより、

5mSv/h 以上の放射線量を10分間以上継

続して検出したとき。 

（２） 火災、爆発その他これらに類す

る事象の状況により放射線量の測定が

KUR 

KUCA 

SF 



 

 

各号の場合に応じ、それぞれ当該各号の基準に１００を乗じて得たものとする。 

２ 令第６条第４項第２号の規定による放射性物質の検出は、火災、爆発その他

これらに類する事象の発生の際に、前項の規定に基づく放射性物質の濃度の水準

を検出することとする。 

３ 火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射性物質の濃度の測定

が困難である場合にあって、その状況に鑑み、前項の検出により第１項の規定に

基づく放射性物質の濃度の水準が検出される蓋然性が高い場合には、前項の規定

にかかわらず、当該放射性物質の濃度の水準が検出されたものとみなす。 

困難である場合であって、その状況に

鑑み、5mSv/h 以上の放射線量を検出す

る蓋然性が高いとき。 

 

＜火災爆発等による管理区域外での放

射性物質の異常放出＞ 

（１） 事業所の周辺監視区域内の場所

のうち管理区域の外において、当該場

所における放射能水準が500μSv/h に

相当するものとして、以下に掲げる空

気中の放射性物質の濃度が検出された

こと。 

（２） 火災、爆発その他これらに類す

る事象の状況により放射性物質の濃度

の測定が困難である場合であって、そ

の状況に鑑み、上記の放射性物質の濃

度の水準が検出される蓋然性が高いと

き。 

【放射性物質の濃度】 

一. 検出された放射性物質の種類が明

らかで、かつ、一種類である場合にあ

っては、放射性物質の種類又は区分に

応じた空気中濃度限度に5000を乗じて

得た値 

二. 検出された放射性物質の種類が明

らかで、かつ、二種類以上の放射性物

質がある場合にあっては、それらの放

射性物質の濃度のそれぞれその放射性

物質についての前号の規定により得ら

れた値に対する割合の和が一となるよ



 

 

うなそれらの放射性物質の濃度の値 

三. 検出された放射性物質の種類が明

らかでない場合にあっては、空気中濃

度限度（当該空気中に含まれていない

ことが明らかである放射性物質の種類

に係るものを除く。）のうち、最も低

いものに5000を乗じて得た値 

（注１）排気筒、排水口これに類する

場所における放射性物質の検出につい

ては、「GE02」で通報する。 

 

（06）施設内(原子炉外)での臨界事故 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

SE06 原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第７条（原子

力規制委員会規則で定めるもの） 

 令第４条第４項第５号の原子力規制委員会規則で定める事象は、次に掲げるも

のとする。 

(略) 

二 原子炉の運転等のための施設の内部（原子炉の内部を除く。）において、核

燃料物質の形状による管理、質量による管理その他の方法による管理が損なわれ

る状態その他の臨界の発生の蓋然性が高い状態にあること。 

【常時】 

＜KUR＞ 

・燃料が炉心タンク内貯蔵ラックに貯

蔵されていたときに、貯蔵ラックの

機能が喪失して燃料同士が異常に接

近し、原子炉室１階の放射線モニタ

（KR1，2，3）のうち 2 つ以上のモニ

タの警報が発報したとき。 

・燃料が使用済燃料プール室プール内

貯蔵ラックに貯蔵されていたとき

に、貯蔵ラックの機能が喪失して燃

料同士が異常に接近し、放射線モニ

タ(KR4)の警報が発報したとき。 

＜KUCA＞ 

燃料が貯蔵されたバードケージの機能

が喪失して燃料同士が異常に接近し、

燃料室エリアモニタ(γF1、γF2)の 2

KUR 

KUCA 

SF 



 

 

つのモニタの警報が発報したとき。 

＜SF＞ 

燃料が使用済燃料室プール内貯蔵ラッ

クに貯蔵されていたときに、貯蔵ラッ

クの機能が喪失して燃料同士が異常に

接近し、使用済燃料室エリアモニタの

警報が発報したとき。 

 

ただし、故障や落雷によるノイズ等、

外的要因が明確である場合など警報発

報の原因が臨界でないことが明確であ

る場合を除く。 

GE06 政令第６条第４項第３号 

 原子炉の運転等のための施設の内部（原子炉の内部を除く。）において、核燃

料物質が臨界状態（原子核分裂の連鎖反応が継続している状態をいう。）にある

こと。 

 

【常時】 

[SE06]の判断基準に加えて、当該箇所

における中性子サーベイメータによる

測定において、中性子を継続して検出

したとき。 

KUR 

KUCA 

SF 

 

（11）原子炉停止機能の異常 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

AL11 原子炉の運転中に原子炉保護回路の 1

チャンネルから原子炉停止信号が発信

され、その状態が一定時間継続された

場合において、当該原子炉停止信号が

発信された原因を特定できないこと、

又は原子炉の非常停止が必要な場合に

おいて、原子炉制御室からの制御棒の

挿入操作により原子炉を停止すること

ができないこと、若しくは停止したこ 

とを確認することができないこと。 

原子炉の運転中に原子炉保護回路の１

チャンネルから原子炉停止信号が発信

され、その状態が一定時間継続された

状態においては、原子炉停止信号をリ

セットする場合があり、追加で一部の

原子炉停止信号が発信されたとして

も、原子炉停止に至らない可能性があ

ることから、警戒事態の判断基準とす

る。 

また、事象の進展によっては、上記の

状態を経ずに原子炉の非常停止失敗と

いう事象に至る可能性があるため、原

【高出力運転モードでの運転中*3】 

原子炉の非常停止が必要な場合におい

て、いずれの操作によっても制御棒が

挿入されず、原子炉出力の低下が確認

できないとき。 

KUR 



 

 

子炉制御室からの制御棒の挿入操作に

より原子炉を停止することができない

ときは、早期に関係者の体制を構築す

る必要があることから併せて警戒事態

の判断基準とする。 

一定時間については、各原子力事業者

がそれぞれの原子炉施設の特性に応じ

て設定するものである。 

「原子炉の運転中」には、停止操作後

の冷温停止に至るまでの状態を含む。 

SE11 

 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第７条（原子

力規制委員会規則で定めるもの） 

 令第４条第４項第５号の原子力規制委員会規則で定める事象は、次に掲げるも

のとする。 

一 次の表の上覧に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げるもの 

（抜粋） 

ホ 試験研究用原子炉（ニに掲げるも

のを除く。）に係る原子炉の運転等の

ための施設（以下「試験研究用原子炉

施設」という。） 

（１）原子炉の非常停止が必要な場合

において、原子炉を停止する全ての機

能が喪失すること。 

 

【高出力運転モードでの運転中*3】 

原子炉の非常停止が必要な場合におい

て、いずれの操作によっても制御棒が

挿入されず、原子炉出力の低下が確認

できず、かつ以下の状態となったと

き。 

・ホウ酸を投入することができない、

もしくは投入しても 10 分以内に効果が

確認できない。 

 

 

 

 

※左記の項目、解説は本来 GE の内容だ

が、KUR では SE として準用する。 

 

KUR 

原子炉の非常停止が必要な場合におい

て、全ての停止操作により原子炉を停

止することができないこと、又は停止

したことを確認することができないこ

と。 

左記の場合、原子炉の冷却はなされて

いるものの、原子炉の非常停止失敗と

いう事象の重大性に鑑み、全面緊急事

態の判断基準とする。 

「全ての停止操作により原子炉を停止

することができないこと、又は停止し

たことを確認することができないこ

と」とは、自動スクラム、手動スクラ

ムその他の方法による制御棒の挿入に

よる停止操作並びにＡＴＷＳ緩和設備

（原子炉の非常停止が失敗した場合に

原子炉を未臨界にするための設備をい

う。）及びほう酸水注入設備による停



 

 

 

 

（12）「原子炉停止機能喪失」かつ「原子炉冷却機能喪失」 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

GE12 政令第６条第４項第４号 

 前３号に掲げるもののほか、実用発電用原子炉の運転を通常の中性子吸収材の

挿入により停止することができないことその他の原子炉の運転等のための施設又

は事業所外運搬に使用する容器の特性ごとに原子力緊急事態の発生を示す事象と

して原子力規制委員会規則（事業所外運搬に係る事象にあっては、原子力規制委

員会規則・国土交通省令）で定めるもの 

【高出力運転モードでの運転中*3】 

原子炉の非常停止が必要な場合におい

て、いずれの操作によっても制御棒が

挿入されず、原子炉出力の低下が確認

できず、かつ以下の状態となったとき 

・ホウ酸を投入することができない、

もしくは投入しても 10 分以内に効果が

確認できない。 

かつ、 

非常用冷却設備である以下の設備のい

ずれによっても炉心タンクに給水でき

ないとき。 

・使用済燃料プール水汲み上げ設備 

・サブパイルルーム漏えい水汲み上げ

設備 

・高架水槽 

KUR 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第１４条（原

子力規制委員会規則で定めるもの） 

 令第６条第４項第４号の原子力規制委員会規則で定める事象は、次の表の上欄

に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げるものとする。 

 

（抜粋） 

ホ 試験研究用原子炉施設 

原子炉の非常停止が必要な場合において、原子炉を停止する全ての機能が喪失

し、かつ、原子炉を冷却する全ての機能が喪失すること。 

 

（21）原子炉冷却機能の異常(冷却材の漏えい) 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

止操作によっても、原子炉内の中性子

束が一定値以下にならないこと、又は

その状態が確認できないことをいう。 



 

 

AL21 原子炉の運転中に保安規定で定められ

た数値を超える原子炉冷却材の漏えい

が起こり、定められた時間内に定めら

れた措置を実施できないこと、又は原

子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の

作動を必要とする原子炉冷却材の漏え

いが発生すること。 

非常用炉心冷却装置の作動を必要とす

るものではないが、原子炉冷却材の漏

えいという事象に鑑み、警戒事態の判

断基準とする。保安規定で定める措置

の完了時間内に保安規定で定められた

措置を完了できない場合を対象とす

る。また、事象の進展によっては、上

記の措置を行っている間に施設敷地緊

急事態を判断するＥＡＬに至る可能性

があるため、ＥＣＣＳの作動を必要と

する漏えいが発生する場合についても

併せて警戒事態の判断基準とする。 

【高出力(1MW を超える)運転中*1及び停

止後 24 時間以内*2】 

炉心タンクの水位が-20cmより低下し、

かつ低下が継続しているとき。 

KUR 

SE21 

 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第７条（原子

力規制委員会規則で定めるもの） 

令第４条第４項第５号の原子力規制委員会規則で定める事象は、次に掲げるもの

とする。 

 

一 次の表の上覧に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げるもの 

（抜粋） 

ホ 試験研究用原子炉（ニに掲げる

ものを除く。）に係る原子炉の運転

等のための施設（以下「試験研究用

原子炉施設」という。） 

（２）原子炉を冷却する全ての

機能が喪失すること。 

  

【高出力(1MW を超える)運転中*1及び停

止後 24 時間以内*2】 

炉心タンクの水位が-350 cm より低下

し、かつ低下が継続しているとき。 

KUR 

原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置

の作動を必要とする原子炉冷却材の漏

えいが発生した場合において、非常用

炉心冷却装置及び原子炉隔離時冷却系

に係る装置並びにこれらと同等の機能

を有する設備（以下「非常用炉心冷却

装置等」という。）のうち当該原子炉

へ高圧又は低圧で注水するもののいず

れかによる注水が直ちにできないこ

と。 

左記の場合は、原子炉冷却機能の喪失

に至るおそれがあるため、施設敷地緊

急事態の判断基準とする。 

「非常用炉心冷却装置等」とは、ＥＣ

ＣＳ及び原子炉隔離時冷却系に係る装

置（以下この表においてこれらを「Ｄ

Ｂ設備」という。）のほか、重大事故

等の防止のための設備（実用発電用原

子炉及びその附属施設の位置、構造及

び設備の基準に関する規則（平成２５



 

 

年原子力規制委員会規則第５号）第２

条第２項第１４号に規定する重大事故

等対処設備及び原子力事業者が自主的

に設けているもの（以下この表におい

てこれらを「ＳＡ設備」という。））

であって、ＤＢ設備と同程度の能力

（吐出圧力及び容量）を有する設備を

いう。 

「注水が直ちにできない」とは、非常

用炉心冷却装置等のうち即応性を有す

る設備による注水ができないことをい

い、当該即応性とは、条件を満たした

場合（ＥＣＣＳの作動失敗等）に自動

起動し、又は原子炉制御室や現場での

簡単な操作により速やかに起動できる

ことであり、現場で系統構成等の工事

を要する場合は含まない。 

GE21 原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置

の作動を必要とする原子炉冷却材の漏

えいが発生した場合において、全ての

非常用の炉心冷却装置による当該原子

炉への注水が直ちにできないこと。 

当該原子炉への注水が行われず原子炉

が冷却されないことにより、炉心の損

傷に至る可能性が高くなることから、

全面緊急事態の判断基準とする。 

「全ての非常用炉心冷却装置等による

注水が直ちにできないこと」とは、Ｄ

Ｂ設備若しくはＳＡ設備のポンプが起

動しないこと又はこれらの装置に係る

注入弁が開とならないことのほか、高

圧の状態から低圧のＤＢ設備及びＳＡ

設備による注水のために必要な運転操

作ができないこと等をいう。なお、１

系統以上のＤＢ設備やＳＡ設備により

原子炉への注水がなされる場合には、

炉心の冷却が可能であることから、全

面緊急事態には該当しないこととな

る。 

【高出力(1MW を超える)運転中*1及び停

止後 24 時間以内*2】 

炉心タンクの水位が-500 cm より低下し

たとき。 

KUR 



 

 

 

(23) 原子炉冷却機能の異常(炉心損傷の検出) 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

GE23 炉心の損傷の発生を示す原子炉格納容

器内の放射線量を検知すること。 

原子炉冷却材の漏えいや原子炉への給

水喪失による冷却能力の低下等により

炉心損傷に至る可能性のある事象につ

いては、事前にその兆候を検知し必要

な措置をとることとなっているが、不

測の事象から炉心損傷に至る場合に備

え、炉心損傷を検知した場合を全面緊

急事態に該当する事象とする。「炉心

の損傷を示す原子炉格納容器内の放射

線量」とは、原子炉格納容器雰囲気モ

ニタ系ガンマ線線量率等によって判断

することとなる。 

【常時】 

・KUR 原子炉室１階の放射線モニタ

（KR1，2，3）のうち 2 つ以上のモニタ

の警報が発報したとき。 

ただし、故障や落雷によるノイズ等、

外的要因が明確である場合を除く。 

KUR 

 

(42) 障壁の喪失(炉心損傷の検出) 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

GE42 燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の

障壁が喪失した場合において、原子炉

格納容器の障壁が喪失するおそれがあ

ること。 

以下のケースが考えられる。 

燃料被覆管障壁が喪失+原子炉冷却系障

壁が喪失+原子炉格納容器障壁が喪失す

るおそれ 

なお、本規定については、原子力事業

者が ”NEI 99-01Methodology for 

Development of Emergency Action 

Levels” を参考として原子力事業者防

災業務計画等に詳細を定めるものとす

る。 

【常時】 

＜KUR＞ 

原子炉室１階の放射線モニタ（KR1，

2，3）のうち 2 つ以上のモニタの警報

が発報したとき。 

ただし、故障や落雷によるノイズ等、

外的要因が明確である場合を除く。 

KUR 

 

 



 

 

(51) 原子炉制御室等に関する異常 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

AL51 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作

盤室（実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則（平成２

５年原子力規制委員会規則第６号）第

３８条第４項及び研究開発段階発電用

原子炉及びその附属施設の技術基準に

関する規則（平成２５年原子力規制委

員会規則第１０号）第３７条第４項に

規定する装置が施設された室をい

う。）からの原子炉の運転や制御に影

響を及ぼす可能性が生じること。 

原子炉の安全な状態を確保できなくな

る可能性があることから警戒事態の判

断基準とする。 

【高出力(1MW を超える)運転中*1及び停

止後 24 時間以内*2】 

制御室にて操作・監視ができなくなる

可能性が生じたとき。(停電を含む) 

KUR 

SE51 

 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第７条（原子

力規制委員会規則で定めるもの） 

令第４条第４項第５号の原子力規制委員会規則で定める事象は、次に掲げるもの

とする。 

一 次の表の上覧に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げるもの 

（抜粋） 

ホ 試験研究用原子炉（ニに掲げるも

のを除く。）に係る原子炉の運転等の

ための施設（以下「試験研究用原子炉

施設」という。） 

（３）原子炉制御室が使用できなくな

ること。 

  

【高出力(1MW を超える)運転中*1及び停

止後 24 時間以内*2】 

制御室にて操作・監視ができない状態

となったとき。(停電を含む) 

KUR 

原子炉制御室及び原子炉制御室外操作

盤室の環境が悪化することにより原子

炉の制御に支障が生じること、又は原

子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に異常

が発生した場合において、原子炉制御

室に設置する原子炉施設の状態を表示

する装置若しくは原子炉施設の異常を

表示する警報装置の機能の一部が喪失

火災等により原子炉制御室及び原子炉

制御室外操作盤室の環境が悪化するこ

とによって、原子炉の安全な状態を確

保できなくなる可能性が高いことから

施設敷地緊急事態の判断基準とする。 

原子炉又は使用済燃料貯蔵槽に異常が

発生した場合に、原子炉制御室からこ

れらを監視する機能の一部が喪失する



 

 

すること。 ことによって、原子炉施設の安全な状

態を確保できなくなる可能性が高いこ

とから併せて施設敷地緊急事態の判断

基準とする。 

GE51 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作

盤室が使用できなくなることにより、

原子炉を停止する機能及び冷温停止状

態を維持する機能が喪失すること、又

は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に

異常が発生した場合において、原子炉

制御室に設置する原子炉施設の状態を

表示する装置若しくは原子炉施設の異

常を表示する警報装置の全ての機能が

喪失すること。 

火災等により原子炉制御室及び原子炉

制御室外操作盤室が使用できなくなる

ことによって、原子炉の安全な状態を

確保できなくなることから、全面緊急

事態の判断基準とする。 

原子炉又は使用済燃料貯蔵槽に異常が

発生した場合に、原子炉制御室からこ

れらを監視する機能の全てが喪失する

ことによって、原子炉施設の安全な状

態を確保できなくなることから併せて

全面緊急事態の判断基準とする。 

【高出力(1MW を超える)運転中*1及び停

止後 24 時間以内*2】 

制御室を使用する以外の方法で操作・

監視ができないとき。 

KUR 

 

（52）事業所内通信設備又は外部への通信設備 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

AL52 原子力事業所内の通信のための設備又

は原子力事業所内と原子力事業所外と

の通信のための設備の一部の機能が喪

失すること。 

原子炉施設内に何らかの異常が発生し

ていると考えられる。一部の機能が喪

失することにより、直ちに通信が不可

能となるわけではないが、全ての機能

が喪失する以前に関係者への連絡を行

うことが必要であることから、警戒事

態の判断基準とする。 

【高出力(1MW を超える)運転中*1及び停

止後 24 時間以内*2】 

研究所内から所外へ固定電話、携帯電

話、衛星回線等による全ての通信がで

きないとき。 

KUR 

 

（53）火災又は溢水の発生のおそれ 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

AL53 重要区域（原子力災害対策特別措置法 原子炉施設の安全な状態を確保できな 【高出力(1MW を超える)運転中*1 及び KUR 



 

 

に基づき原子力事業者が作成すべき原

子力事業者防災業務計画等に関する命

令（平成２４年文部科学省・経済産業

省令第４号）第２条第２項第８号に規

定する重要区域をいう。）において、 

火災又は溢水が発生し、同号に 規定す

る安全上重要な構築物、系統又は機器

(以下「安全機器等」という。)の機能

の一部が喪失するおそれがあること。 

くなる可能性があることから警戒事態

の判断基準とする。 

なお、重要区域及び安全機器等の範囲

については、原子力災害対策特別措置

法に基づき原子力事業者が作成すべき

原子力事業者防災業務計画等に関する

命令（平成２４年文部科学省・経済産

業省令第４号。以下「防災業務計画等

命令」という。）第２条第２項第８号

に基づき、原子力事業者が原子力事業

者防災業務計画において記載すること

とし、その範囲の妥当性については、

原子力規制委員会が原子力事業者防災

業務計画の届出を受けた後、確認する

こととする。 

停止後 24 時間以内*2】 

火災又は溢水が発生し、安全機器等の

機能の一部が喪失したとき。 

 

（55）その他原子炉施設以外に起因する事象等による原子力施設への影響 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

SE55 その他原子炉施設以外に起因する事象

が原子炉施設に影響を及ぼすおそれが

あること等放射性物質又は放射線が原

子力事業所外へ放出され、又は放出さ

れるおそれがあり、原子力事業所周辺

において、緊急事態に備えた防護措置

の準備及び防護措置の一部の実施を開

始する必要がある事象が発生するこ

と。 

放射性物質又は放射線が異常な水準で

はないものの、原子力事業所外へ放出

され、又は放出されるおそれがあり、

原子炉施設周辺において、緊急事態に

備えた防護措置の準備及び施設敷地緊

急事態要避難者の避難を開始する必要

があることから施設敷地緊急事態の判

断基準とする。 

【常時】 

その他原子炉施設以外に起因する事象

が原子炉施設に影響を及ぼすおそれが

あること等放射性物質又は放射線が原

子力事業所外へ放出され、又は放出さ

れるおそれがあり、原子力事業所周辺

において、緊急事態に備えた防護措置

の準備及び防護措置の一部の実施を開

始する必要がある事象が発生したと

き。 

KUR 

KUCA 

SF 

GE55 その他原子炉施設以外に起因する事象

が原子炉施設に影響を及ぼすこと等放

射性物質又は放射線が異常な水準で原

子力事業所外へ放出され、又は放出さ

原子炉施設周辺の住民の避難等を開始

する必要があることから全面緊急事態

の判断基準とする。 

【常時】 

その他原子炉施設以外に起因する事象

が原子炉施設に影響を及ぼすこと等放

射性物質又は放射線が異常な水準で原

KUR 

KUCA 

SF 



 

 

れるおそれがあり、原子力事業所周辺

の住民の避難を開始する必要がある事

象が発生すること。 

子力事業所外へ放出され、又は放出さ

れるおそれがあり、原子力事業所周辺

の住民の屋内退避を開始する必要があ

る事象が発生したとき。 

 

（－）地震、津波、原子炉施設の重要な故障等、設計基準を超える外部事象 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

AL ・当該原子力事業所所在市町村におい

て、震度６弱以上の地震が発生した場

合。 

・当該原子力事業所所在市町村沿岸を

含む津波予報区において、大津波警報

が発表された場合。 

・東海地震予知情報又は東海地震注意

情報が発表された場合（浜岡原子力発

電所のみ）。 

・オンサイト総括が警戒を必要と認め

る当該原子炉施設の重要な故障等が発

生した場合。 

・当該原子炉施設において新規制基準

で定める設計基準を超える外部事象が

発生した場合（竜巻、洪水、台風、火

山等）。 

・その他原子炉施設以外に起因する事

象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれ

があることを認知した場合など委員長

又は委員長代行が警戒本部の設置が必

要と判断した場合。 

地震、津波、オンサイト総括が警戒を

必要と認める原子炉施設の重要な故障

等若しくは設計基準を超える外部事象

が発生した場合、又は、その他原子炉

施設以外に起因する事象が原子炉施設

への影響を及ぼすおそれがあることを

認知した場合等原子力規制委員会委員

長又は委員長代行が警戒本部の設置が

必要と判断した場合。 

【常時】 

熊取町で震度 6 弱以上を観測したと

き。 

大阪府で大津波警報が発表されたと

き。 

地震、津波を除く外部事象が発生し、

原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあ

るとき。 

KUR 

KUCA 

SF 

 

（61）事業所外運搬放射線量異常 

EAL 原子力災害対策指針の項目／原災法施 原子力災害対策指針の緊急事態区分を 京都大学複合原子力科学研究所におけ 対象施設 



 

 

番号 行令第４条・第６条の項目 判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

る解釈 

XSE61 政令第４条第４項第４号 

 事業所外運搬に使用する容器から１m 離れた場所において、１００μSv/h 以上

の放射線量が原子力規制委員会規則・国土交通省令で定めるところにより検出さ

れたこと。 

 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関す

る省令第２条第１項（原子力規制委員会規則で定めるところ） 

 政令第４条第４項第４号の規定による放射線量の検出は、火災、爆発その他こ

れらに類する事象の発生の際に検出することとする。 

 

原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関す

る省令第２条第２項  

 火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量の測定が困難であ

る場合にあって、その状況に鑑み、前項の検出により令第４条第４項第４号の放

射線量の水準が検出される蓋然性が高い場合には、前項の規定にかかわらず、当

該放射線量の水準が検出されたものとみなす。 

【XSE61】と【XGE61】は同じ判断基

準 
【事業所外運搬中】 

当所が輸送物（使用済燃料、低レベル

放射性廃棄物等）の安全について責任

を有する事業所外運搬において、火

災、爆発その他これらに類する事象の

際に、当該事象に起因して、以下のい

ずれかとなったとき。 

（１） 事業所外運搬に使用する容器か

ら 1ｍ離れた場所において、100μSv/h

以上の放射線量が検出されたこと。 

（２） 火災、爆発その他これらに類す

る状況により放射線量の測定が困難で

ある場合であって、その状況に鑑み、

上記（１）の放射線量が検出される蓋

然性が高い場合。 

 

（注）事業所外運搬は、原子力災害対

策指針表２の対象外事象のため、施設

敷地緊急事態には該当しない。 

 

XGE61 政令第６条第３項（異常な水準の放射線量の基準として政令で定めるもの） 

 法第１５条第１項第１号の政令で定める基準は、次の各号に掲げる検出された

放射線量の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める放射線量とする。 

一 略 

二 略 

三 第４条第４項第４号に規定する検出された放射線量 １０mSv/h 

 

 

（62）事業所外運搬での放射性物質漏えい 

EAL 

番号 

原子力災害対策指針の項目／原災法施

行令第４条・第６条の項目 

原子力災害対策指針の緊急事態区分を

判断する基準等の解説／原災法施行令

第４条・第６条の項目 

京都大学複合原子力科学研究所におけ

る解釈 

対象施設 

XSE62 原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関す

る省令第３条 

 令第４条第４項第５号の原子力規制委員会規則・国土交通省令で定める事象

は、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、当該事象に起因して、

事業所外運搬（核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する技術上

【事業所外運搬中】 

当所が輸送物（使用済燃料、低レベル

放射性廃棄物等）の安全について責任

を有する事業所外運搬において、火

災、爆発その他これらに類する事象の

 



 

 

の基準に係る細目等を定める告示第３条並びに第５条第１項第１号（液体又は気

体であって専用積載としないで運搬する場合におけるものを除く。）及び第２項

第１号、船舶による放射性物質等の運送基準の細目等を定める告示第４条並びに

第１０条第１項第１号（液体又は気体であって専用積載としないで運搬する場合

におけるものを除く。）及び第２項第１並びに航空機による放射性物質等の輸送

基準を定める告示第４条並びに第７条第１項第１号（液体又は気体であって専用

積載としないで運搬する場合におけるものを除く。）及び第２項第１号に規定す

る核燃料物質等の運搬を除く。）に使用する容器から放射性物質が漏えいするこ

と又は当該漏えいの蓋然性が高い状態にあることとする。 

際に、当該事象に起因して、以下のい

ずれかとなったとき。 

（１） 事業所外運搬に使用する容器か

ら放射性物質が漏えいすること。 

（２） 事業所外運搬に使用する容器か

ら放射性物質の漏えいの蓋然性が高い

状態にあること。 

 

（注）事業所外運搬は、原子力災害対

策指針表２の対象外事象のため、施設

敷地緊急事態には該当しない。 

XGE62 原災法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関す

る省令第４条 

 令第６条第４項第４号の原子力規制委員会規則・国土交通省令で定める事象

は、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、当該事象に起因して、

放射性物質の種類（核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する技

術上の基準に係る細目等を定める告示別表第１、別表第２、別表第３、別表第

４、別表第５又は別表第６の第１欄、船舶による放射性物質等の運送基準の細目

等を定める告示別表第１、別表第２、別表第３、別表第４、別表第５又は別表第

６の第１欄及び航空機による放射性物質等の輸送基準を定める告示別表第２、別

表第３、別表第４、別表第５、別表第６又は別表第７の第１欄に掲げるものに限

る。）に応じ、それぞれ核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関す

る技術上の基準に係る細目等を定める告示別表第１の第３欄、別表第２の第３

欄、別表第３の第３欄、別表第４の第２欄、別表第５の第２欄又は別表第６の第

３欄、船舶による放射性物質等の運送基準の細目等を定める告示別表第１の第３

欄、別表第２の第３欄、別表第３の第３欄、別表第４の第２欄、別表第５の第２

欄又は別表第６の第３欄及び航空機による放射性物質等の輸送基準を定める告示

別表第２の第３欄、別表第３の第３欄、別表第４の第２欄、別表第５の第２欄、

別表第６の第２欄又は別表第７の第３欄に掲げる値の放射性物質が事業所外運搬

（核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則第３条第２項、

危険物船舶運送及び貯蔵規則第８０条第 2 項及び航空法施行規則第１９４条第２

項第２号イ（４）に規定する低比放射性物質又は表面汚染物の運搬を除く。）に

使用する容器から漏えいすること又は当該漏えいの蓋然性が高い状態にあること

とする。  

【事業所外運搬中】 

当所が輸送物（使用済燃料、低レベル

放射性廃棄物等）の安全について責任

を有する事業所外運搬において、火

災、爆発その他これらに類する事象の

際に、当該事象に起因して、以下のい

ずれかとなったとき。 

（１） 事業所外運搬に使用する容器か

ら「外運搬通報省令」第４条に定める

量の放射性物質が漏えいすること。 

（２） 事業所外運搬に使用する容器か

ら「外運搬通報省令」第４条に定める

量の放射性物質の漏えいの蓋然性が高

い状態にあること。 

 

（注）事業所外運搬は、原子力災害対

策指針表２の対象外事象のため、全面

緊急事態には該当しない。 

 



 

 

 

*1：「高出力(1MW を超える)運転中」とは線型出力計のレンジ選択において 1MW を超えるレンジを選択した状態での「運転中」をいう。 

*2：「停止後 24 時間以内」とは、高出力(1MW を超える)運転停止した時間から 24 時間以内の時間をいう。 

*3：「高出力運転モードでの運転中」とは、原子炉施設保安規定第 29 条で規定する「高出力運転モード」での「運転中」をいう。 

なお「運転中」及び「運転停止」の定義は以下の通り。 

・「起動開始」した後から、「運転停止」するまでを「運転中」とする。 

・全ての粗調整用制御棒がシムレンジ下端（シムレンジランプ点灯）まで引き抜かれた状態および微調整用制御棒が下限で、中性子計数を行い、

未臨界であることを確認した後、微調整用制御棒または粗調整用制御棒をさらに引き抜き始めることを「起動開始」という。 

・「運転中」の状態から微調整用制御棒及び粗調整用制御棒の挿入が開始され、全ての粗調整用制御棒がシムレンジ下端を下回った(シムレンジラ

ンプが消灯した)ことを「運転停止」という。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KUR：研究用原子炉、KUCA：臨界実験装置、SF：使用済燃料室 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

別表第２ 原子力事業所災害対策支援拠点（１／２） 

 

（原子力事業所災害対策支援拠点の候補地） 

 

1. 京都大学複合原子力科学研究所体育館 

項目 仕様 

所在地 大阪府泉南郡熊取町大久保南３丁目 

広さ 面積  約 1080m2 

KURからの方位、距離 北西  約 0.35km 

 

 



 

別表第２ 原子力事業所災害対策支援拠点（２／２） 

（必要な資機材等保管場所及び輸送手段等） 

 

1.資機材、通信機器保管場所：複合原子力科学研究所内 

項目 仕様 

所在地 大阪府泉南郡熊取町朝代西２丁目１０１０ 

KURまでの距離 約 0.25km 

備考 資機材倉庫及び中央管理室(通信機器)に保管 

 

2.輸送手段 

手段 輸送方法 

陸路 トラック等に積み込み、自然災害等の状況により経

路を決定し輸送する。 

 

３．その他 

（１）消耗品類（食料、飲料水、毛布等）は、所内の備蓄品から供給する。 

なお、輸送手段については、陸路を基本とした上記輸送手段に準ずる。 

 

 



 

別表第３ 原子力防災要員の職務 

 

職   務 原子力防災要員 備考 

情報の整理、関係者との連絡調整 ３名以上 業務１ 

原子力災害合同対策協議会における

情報の交換等 

３名以上* 業務２ 

広報 ３名以上* 業務３ 

放射線量の測定その他の状況の把握 ６名以上* 業務４ 

原子力災害の発生又は拡大の防止 ６名以上 業務５ 

施設設備の整備・点検、応急の復旧 ５名以上* 業務６ 

放射性物質による汚染の除去 ５名以上* 業務７ 

医療に関する措置 ３名以上* 業務８ 

原子力災害に関する資機材の調達及

び輸送 

３名以上* 業務９ 

原子力事業所内の警備等 ３名以上 業務１０ 

消火水防 ３名以上 業務１１ 

 

    * 本部員を含む



 

別表第４ 副原子力防災管理者と原子力防災管理者の代行順位 

 

   

代行順位 職   制 

１ 安全管理本部長 

２ 中央管理室長 

３ 研究炉部長 

４ 臨界装置部長 

５ 放射線管理部長 

６ 核燃料管理室長 

７ 技術室長 

８ 事務長 

 



 

別表第５－１ 原子力防災資機材（１／２） 

原子力防災資機材の種類 配置数 配置場所 点検内容 点検頻度 

放射線障害 

防護用器具 

汚染防護服 60 組 

資機材倉庫 

外観・員数 6 ヶ月毎 

呼吸用ボンベ付一体型防護マスク 12 個 外観・員数・動作 6 ヶ月毎 

フィルター付き防護マスク 35 個 外観・員数 6 ヶ月毎 

非常用通信機器 

緊急時電話回線 2 回線 
研究棟 

 

外観・員数・動作 6 ヶ月毎 

ファクシミリ 3 台 
研究棟(2) 

事務棟(1) 

外観・員数・動作 6 ヶ月毎 

携帯電話 20 台 
個人が携帯 

中央管理室(2) 
外観・員数・動作 6 ヶ月毎 

無線機 13 台 
研究棟(12) 

ガレージ(1) 

外観・員数・動作 6 ヶ月毎 

計測器等 

排気筒モニタリング設 

備その他固定式測定器 
ガスモニタ 3 台 

原子炉棟 

臨界集合体棟 

使用済燃料室 

動作 １ヶ月毎 

ガンマ線測定用サーベイメータ 5 台 
原子炉棟(3) 

中央観測所(1) 

臨界集合体棟(1) 

外観・員数・動

作 

6 ヶ月毎 

中性子線測定用サーベイメータ 2 台 
原子炉棟 

中央観測所 

外観・員数・動

作 

6 ヶ月毎 

空間放射線積算線量計 30 個 研究棟 
員数 6 ヶ月毎 

表面汚染密度測定用サーベイメータ 4 台 原子炉棟 
外観・員数・動

作 

6 ヶ月毎 



 

別表第５－１ 原子力防災資機材（２／２） 

原子力防災資機材の種類 配置数 配置場所 点検内容 点検頻度 

 
可搬式ダスト測定関

連機器 

サンプラ 4 台 
原子炉棟(1) 

中央観測所(1) 

資機材倉庫(2) 

外観・員数・動作 6 ヶ月毎 

測定器 1 台 原子炉棟 外観・動作 6 ヶ月毎 

可搬式の放射性ヨウ

素測定関連機器 

サンプラ 2 台 資機材倉庫 外観・員数・動作 6 ヶ月毎 

測定器 1 台 原子炉棟 外観・動作    6 ヶ月毎 

個人用外部被ばく線量測定器 45 台 
原子炉棟(35) 

研究棟(10) 
外観・員数・動作 6 ヶ月毎 

その他 モニタリングカー １台 ガレージ 外観・員数・動作 6 ヶ月毎 

その他資機材 

ヨウ素剤 2000 錠 図書棟（医務室） 員数 6 ヶ月毎 

担架 2 台 図書棟（医務室） 外観・員数 6 ヶ月毎 

除染用具 1 式 
原子炉棟 

図書棟 
外観・員数 6 ヶ月毎 

被ばく者の輸送のために使用可能な車両 2 台 ガレージ 外観・員数・動作 6 ヶ月毎 

屋外消火栓設備又は動力消防ポンプ設備 11 式*1 
所内各所 

資機材倉庫 
外観・員数・動作 6 ヶ月毎 

*1：屋外消火栓設備 10箇所、小型消防ポンプ設備 1台 

※原子力事業所災害対策の支援を行うために必要なものも含む。 

 



 

別表第５－２ その他の原子力防災資機材 

 

原子力防災資機材の種類 配置数 配置場所 点検内容 点検頻度 

非常用電源設備 

可搬型発電機 2 台 
原子炉棟 

臨界集合体棟 

外観・員数・動作 6 ヶ月毎 

所内非常用発電機(1000kVA) 1 台 研究所内 
外観・動作 1 年毎 

通信関係 

緊急呼出システム 1 台 研究棟 
外観・動作 6 ヶ月毎 

衛星電話 1 台 事務棟 
外観・員数・動作 6 ヶ月毎 

研究所内放送設備 1 式 
研究棟 

原子炉棟 

臨界集合体棟 

外観・員数・動作 １ヶ月毎 

非常食関係 非常食セット 1 式 備蓄倉庫 
外観・員数 6 ヶ月毎 

医療関係 救急用具 1 式 図書棟（医務室） 
外観・員数 6 ヶ月毎 

その他の資機材 

40 トンタンク 1 台 原子炉棟 
外観 6 ヶ月毎 

テント 1 式 資機材倉庫 
外観・員数 6 ヶ月毎 

 
トラック（被ばく者の輸送のため

に使用可能な車両も兼ねる。） 
1 台 ガレージ 

外観・員数・動作 6 ヶ月毎 



 

別表第６ 原子力災害対策活動で使用する資料 

 

 資   料   名 

１．組織及び体制

に関する資料 

（１）規定・マニュアル類 

① 原子力事業者防災業務計画  ※ 

② 原子炉施設保安規定  ※ 

③ 複合原子力科学研究所消防計画 

④ 放射線障害予防規程 

 

（２）防災組織、体制等の資料 

① 原子力防災組織表 

② 緊急時連絡先一覧表  

２．原子力災害対

策活動に必要とさ

れる資料 

（１）原子炉設置変更承認申請書（研究用原子炉）※ 

（２）原子炉設置変更承認申請書（臨界実験装置）※ 

（３）核燃料物質使用変更承認申請書 ※ 

（４）原子炉施設保安指示書 

（５）施設配置図  ※ 

（６）設備及び放射線計測機器配置図 

（７）主要設備の構造の概要（設工認申請書控え） 

（８）気象観測データ 

（９）空間線量測定データ 

（１０）環境試料測定データ 

（１１）研究所周辺地図 

（１２）研究所周辺航空写真 
 

 

（注１） ※印資料は原災法第１２条第４項に基づき、内閣総理大臣に提出する資料(オ

フサイトセンター及び原子力規制庁緊急時対応センターに各 1 部配備)である。 

（注２） 上表の資料は緊急対策本部用と原子力災害対策支援拠点用の２部必要である。 

  



 

別表第７ 防災訓練に係る訓練項目 

訓練項目 頻度 

参集点呼訓練 1 回以上/年 

通報連絡訓練 1 回以上/年 

情報収集訓練 1 回以上/年 

緊急時体制の構築訓練 1 回以上/年 

避難誘導等訓練 1 回以上/年 

汚染拡大防止等訓練 1 回以上/年 

医療活動訓練 1 回以上/5 年 

消火活動訓練 1 回以上/5 年 

緊急時モニタリング訓練 1 回以上/年 

線量評価訓練 1 回以上/年 

広報活動訓練 1 回以上/5 年 

応急復旧訓練 1 回以上/年 

BDBA* 対策訓練 1 回以上/年 

資機材調達・輸送訓練 1 回以上/年 

要員派遣、資機材貸与訓練 1 回以上/5 年 

外部機関との連絡調整訓練 1 回以上/5 年 

※ 各訓練項目は総合訓練又は要素訓練で実施する。 

 

＊BDBA（Beyond Design Basis Accident）: 設計上定める条件より厳しい条件において発生する事故) 

 



 

別表第８ 緊急事態応急対策における原子力防災要員の派遣、                                       

原子力防災資機材の貸与 
 

 
原子力防災組織 

原子力防災

要員の派遣 
原子力防災資機材の貸与 

原子力災害対策本

部における業務に

関する事項 

副原子力防災管理者 １名  

情報連絡班 1名 

第１工作班 １名 

第２工作班 1名 

環境放射線モニタ

リング、汚染検査、

汚染除去、住民の

避難退域時検査及

び簡易除染に関す

る事項 

 

調査班 １名 汚染防護服 10組 

情報連絡班 １名 呼吸用ボンベ付

き一体型防護マ

スク 

3個 

  フィルター付き

防護マスク 

10個 

ガンマ線測定用

サーベイメータ 

2台 

空間放射線積算

線量計 

10個 

可搬式ダストサ

ンプラー 

1台 

可搬式ヨウ素サ

ンプラー 

1台 

個人用外部被ば

く線量測定器 

20台 

ヨウ素剤 1000錠 

原子力規制庁緊急

時対応センターに

おける業務に関す

る事項 

 ２名   

原子力災害合同対

策協議会における

業務に関する事項 

 ２名   

 



 

別表第９ 原子力災害事後対策における原子力防災要員 

の派遣、原子力防災資機材の貸与 
 

 
原子力防災組織 

原子力防災

要員の派遣 
原子力防災資機材の貸与 

原子力災害対策本

部における業務に

関する事項 

副原子力防災管理者 １名  

情報連絡班 ２名 

第１工作班 １名 

第２工作班 ２名 

環境放射線モニタ

リング、汚染検査、

汚染除去、住民の

避難退域時検査及

び簡易除染に関す

る事項 

調査班 １名 汚染防護服 10組 

情報連絡班 １名 呼吸用ボンベ付き

一体型防護マスク 

3個 

  フィルター付き防

護マスク 

10個 

ガンマ線測定用サ

ーベイメータ 

2台 

空間放射線積算線

量計 

10個 

可搬式ダストサン

プラー 

1台 

可搬式ヨウ素サン

プラー 

1台 

個人用外部被ばく

線量測定器 

20台 

ヨウ素剤 1000錠 

 



 

             

    別表第１０ 他の原子力事業所で発生した原子力災害への 

原子力防災要員の派遣、原子力防災資機材の貸与 
 

 

 

 

  

 
原子力防災組織 

原子力防災

要員の派遣 
原子力防災資機材の貸与 

環境放射線モニタリ

ング、汚染検査、汚染

除去、住民の避難退域

時検査及び簡易除染

に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

調査班 １名 汚染防護服 10組 

情報連絡班 １名 呼吸用ボンベ付き

一体型防護マスク 

3個 

  フィルター付き防

護マスク 

10個 

ガンマ線測定用サ

ーベイメータ 

2台 

空間放射線積算線

量計 

10個 

可搬式ダストサン

プラー 

1台 

可搬式ヨウ素サン

プラー 

1台 

個人用外部被ばく

線量測定器 

20台 

ヨウ素剤 1000錠 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図第１ 原子力防災組織 

平常時 

緊急対策本部 

現地指揮本部 
※必要に応じて設置 

 

原子力防災管理者 

副原子力防災管理者 

原子力防災要員 

緊急作業団 

警戒時*1 

緊急対策本部 

原子力防災要員 
※必要に応じて招集 

 

 

緊急時*2 

*1 警戒時：第 2 章第 1 節で示す「警戒体制」に該当するとき 

*2 緊急時：第 2 章第 1 節で示す「第 1 次緊急時体制」及び「第 2 次緊急時体制」に 

該当するとき 



 

  別図第２  原子力防災組織（原子力災害時）の業務分掌 

 

本部長 

（原子力防災管理者） 

副本部長 

（副原子力防災管理者） 

： 緊急作業団 各緊急作業団の職務（業務１～１１）は別表第３を参照 

本部員 

（防災要員９名以上） 

※副本部長の内、1 名は 

緊急作業団長を兼ねる 

 

調
査
班 

第
１
工
作
班 

第
２
工
作
班 

第
３
工
作
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救
護
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工
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防
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３
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以
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要
員
１
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以
上 

 

防
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要
員
１
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以
上 

 

防
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要
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５
名
以
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要
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６
名
以
上 
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要
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４
名
以
上 
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要
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４
名
以
上 

 

防
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要
員
２
名
以
上 

 

防
災
要
員
２
名
以
上 

 

防
災
要
員
３
名
以
上 

 

防
災
要
員
３
名
以
上 

情
報
連
絡
班 

業務 1 業務 2 業務 3 業務 4 業務 5 業務 6 業務 7 業務 8 業務 9 業務 10 業務 11 



 

別図第３ 警戒事態に該当する事象の連絡経路 

 

 

 

原子力緊急事案対策室(原子力規制委員会) ※ 

大阪府（政策企画部危機管理室）※ 

熊取町（総合政策部自治・防災課） ※ 

大阪府警察本部（警備部警備課危機管理室） 

岸和田海上保安署 

泉佐野市（市民協働部危機管理課）※ 

貝塚市（消防本部） 

熊取原子力規制事務所 ※ 

泉佐野警察署警備課 

泉州南消防組合泉州南広域消防本部  ※ 

泉州南消防組合熊取消防署 

岸和田労働基準監督署 

泉佐野保健所 

文部科学省研究振興局学術機関課 

京都大学コンプライアンス部企画管理主幹付リスク管理掛 

京都大学施設部環境安全保健課 

京都大学研究推進部研究推進課 

原子燃料工業株式会社熊取事業所 

 

 

 

 

 
 

： 警戒事態に該当する事象の連絡先 

   

 ： その他関係機関 
 

※   ： 電話によるファクシミリ着信の確認を行う。 
  

事象発見者 

原子力防災管理者 



 

 別図第４―１ 原災法第１０条第１項に基づく通報経路 
研究所内での事象発生時 

 

 

内閣府（内閣総理大臣）※ 

原子力規制庁緊急事案対策室(原子力規制委員会) ※ 

大阪府（政策企画部危機管理室）※ 

熊取町（総合政策部自治・防災課）※ 

内閣官房(内閣情報集約センター) 

内閣官房(内閣官房副長官補(事態対処・危機管理担当)付) 

内閣府政策統括官(原子力防災担当)付参事官(総括担当)付 

大阪府警察本部（警備部警備課危機管理室） 

岸和田海上保安署 

泉佐野市（市民協働部危機管理課）※ 

貝塚市（消防本部） 

熊取原子力規制事務所 ※ 

泉佐野警察署警備課 

泉州南消防組合泉州南広域消防本部 ※ 

泉州南消防組合熊取消防署  

岸和田労働基準監督署 

泉佐野保健所 

文部科学省研究振興局学術機関課 

京都大学コンプライアンス部企画管理主幹付リスク管理掛 

京都大学施設部環境安全保健課 

京都大学研究推進部研究推進課 

原子燃料工業株式会社熊取事業所 

 

 

： 原災法第１０条第１項に基づく通報先 

 

 ： その他関係機関 

 

※  ： 電話によるファクシミリ着信の確認を行う。 

  

事象発見者 

原子力防災管理者 



 

別図第４―２ 原災法第１０条第１項に基づく通報経路 
 事業所外運搬での事象発生時 

  

事象発生場所を管轄する都道府県知事  
事象発生場所を管轄する市町村長 ※ 

内閣府（内閣総理大臣） ※ 

原子力規制庁緊急事案対策室(原子力規制委員会) ※ 

国土交通省海事局検査測度課 ※ 

（事象発生場所が海上の場合） 

国土交通省物流・自動車局環境政策課 ※ 

（事象発生場所が陸上の場合） 

関連公安委員会（発地、通過地及び到達地の警察本部） 
消防庁特殊災害室 

事象発生場所を管轄する海上保安部署 

内閣官房(内閣情報集約センター) 

内閣官房(内閣官房副長官補(事態対処・危機管理担当) 付) 

内閣府政策統括官(原子力防災担当)付参事官(総括担当)付 

大阪府（政策企画部危機管理室） 

大阪府警察本部（警備部警備課危機管理室） 

熊取町（総合政策部自治・防災課） 

泉佐野市（市民協働部危機管理課） 

貝塚市（消防本部） 

泉佐野警察署警備課 

泉州南消防組合泉州南広域消防本部 

泉州南消防組合熊取消防署  

岸和田労働基準監督署 

泉佐野保健所 

熊取原子力規制事務所 ※ 

文部科学省研究振興局学術機関課 

京都大学コンプライアンス部企画管理主幹付リスク管理掛 

京都大学施設部環境安全保健課 

京都大学研究推進部研究推進課 

原子燃料工業株式会社熊取事業所 

 

事象発生場所を管轄する警察署 

 
 
 

事象発生場所を管轄する消防署 

 

 

 

 

   

 

※  ： 電話によるファクシミリ着信の確認を行う。 

関連公安委員会（発地、通過地及び到達地の警察本部） 

消防庁特殊災害室 

： 原災法第１０条第１項に基づく通報先 
 

： その他関係機関 

原子力防災管理者 

事業所所外運搬責任者 



 

別図第４―３ 原災法第２５条第２項に基づく連絡経路 

研究所内での事象発生時 

 

   

内閣府（内閣総理大臣）※１ 

原子力規制庁緊急事案対策室(原子力規制委員会) ※１ 

大阪府（政策企画部危機管理室）※１ 

熊取町（総合政策部自治・防災課）※１ 

内閣官房(内閣情報集約センター) 

内閣官房(内閣官房副長官補(事態対処・危機管理担当)付) 

内閣府政策統括官(原子力防災担当)付参事官(総括担当)付 

大阪府警察本部（警備部警備課危機管理室） 

岸和田海上保安署 

泉佐野市（市民協働部危機管理課）※１ 

熊取原子力規制事務所 ※１ 

泉州南消防組合泉州南広域消防本部 ※１ 

貝塚市（消防本部） 

泉佐野警察署警備課 

泉州南消防組合熊取消防署  

岸和田労働基準監督署 

泉佐野保健所 

オフサイトセンター ※２ 

原子力災害対策本部 ※２ 

文部科学省研究振興局学術機関課 

京都大学コンプライアンス部企画管理主幹付リスク管理掛 

京都大学施設部環境安全保健課 

京都大学研究推進部研究推進課 

原子燃料工業株式会社熊取事業所 

 

 
 
 ： 原災法第２５条第２項に基づく連絡先 
 

 ： その他関係機関 
 

 ※１  ： 電話によるファクシミリ着信の確認を行う機関 

          ※２   ： 設置されている場合

原子力防災管理者 



 

別図第４―４ 原災法第２５条第２項に基づく連絡経路 
事業所外運搬での事象発生時 

                                     

事象発生場所を管轄する都道府県知事 ※１ 

事象発生場所を管轄する市町村長 ※１ 

内閣府（内閣総理大臣）※１ 

原子力規制庁緊急事案対策室(原子力規制委員会) ※１ 

国土交通省海事局検査測度課 ※１ 

（事象発生場所が海上の場合） 

国土交通省物流・自動車局環境政策課 ※１ 

（事象発生場所が陸上の場合） 

事象発生場所を管轄する海上保安部署 

内閣官房(内閣情報集約センター) 

内閣官房(内閣官房副長官補(事態対処・危機管理担当)付) 

内閣府政策統括官(原子力防災担当)付参事官(総括担当)付 

大阪府（政策企画部危機管理室） 

大阪府警察本部（警備部警備課危機管理室） 

熊取町（総合政策部自治・防災課）  

泉佐野市（市民協働部危機管理課） 

貝塚市（消防本部） 

泉佐野警察署警備課 

泉州南消防組合泉州南広域消防本部 

泉州南消防組合熊取消防署  

岸和田労働基準監督署 

泉佐野保健所 

熊取原子力規制事務所 ※１ 

オフサイトセンター ※２ 

原子力災害対策本部 ※２ 

文部科学省研究振興局学術機関課 

京都大学コンプライアンス部企画管理主幹付リスク管理掛 

京都大学施設部環境安全保健課 

京都大学研究推進部研究推進課 

原子燃料工業株式会社熊取事業所 

 

事象発生場所を管轄する警察署 

 
 
 

事象発生場所を管轄する消防署 

 

 
 
 ： 原災法第２５条第 2 項に基づく連絡先 
 

： その他関係機関 
 

※１  ： 電話によるファクシミリ着信の確認を行う機関 

   ※２   ： 設置されている場合 

  

関連公安委員会（発地、通過地及び到達地の警察本部） 

消防庁特殊災害室 

原子力防災管理者 

事業所所外運搬責任者 



 

別図第５  緊急時体制発令時の非常召集連絡経路 
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様式第 1 原子力事業者防災業務計画作成（修正）届出書 

 

年  月  日 

内閣総理大臣、原子力規制委員会 殿 
                                              届出者            

住所                  

氏名                  

（法人にあってはその名称及び代表者の氏名） 

 

 

別紙のとおり、原子力事業者防災業務計画を作成（修正）したので、原子力災害対

策特別措置法第 7条第３項の規定に基づき届け出ます。 

 

原 子 力 事 業 所 の 名 称 及 び 場 所 
 

当該事業所に係る核原料物質、核燃料物質及び 

原子炉の規制に関する法律に基づき受けた指定、 

許可又は承認の種別とその年月日 

          年   月   日 

原子力事業者防災業務計画作成（修正）年月日 年   月   日 

協 議 し た 都 道 府 県 知 事 及 び 市 町 村 長 
 

予 定 さ れ る 要 旨 の 公 表 の 方 法 
 

 

備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

  ２ 協議が調っていない場合には、「協議した都道府県知事及び市町村長」の欄にその旨を

記載するものとする。 

   



 

様式第２ 原子力防災要員現況届出書 

 

 

年  月  日 

 

原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長 殿 

              

                    届出者                    

                     住所                    

                     氏名                    

                  （法人にあってはその法人名称及び代表者の氏名） 

                     

  

 

原子力防災組織の原子力防災要員の現況について、原子力災害対策特別措置法第 8

条第 4項の規定に基づき届け出ます。 

    

原子力事業所の名称及び場所 
 

業種の種別 防災要員の職制 その他の防災要員 

情報の整理、関係者との連絡調整   名以上 

原子力災害合同対策協議会における情報の交換等   名以上 

広                報   名以上 

放射線量の測定その他の状況の把握   名以上 

原子力災害の発生又は拡大の防止   名以上 

施設設備の整備・点検、応急の復旧   名以上 

放射性物質による汚染の除去   名以上 

医療に関する措置   名以上 

原子力災害に関する資機材の調達及び輸送   名以上 

原子力事業所内の警備等   名以上 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

    

  



 

様式第３ 原子力防災管理者（副原子力防災管理者）選任・解任届出書 

 
 

年  月  日 

    

原子力規制委員会 殿 

都 道 府 県 知 事 殿 

市 町 村 長  殿 

                        届出者 

                         住所                  

                         氏名              
                                                 （法人にあってはその名称及び代表者の氏名） 

                                                  

 

原子力防災管理者（副原子力防災管理者）を選任・解任したので、原子力災害対策

特別措置法第９条第５項の規定に基づき届け出ます。 

 

原子力事業所の名称及び場

所 

 

区   分 選   任 解   任 

正 

氏  名   

選任・解任年月日 
  

職務上の地位 
   

副 

氏  名 
  

選任・解任年月日 
  

職務上の地位 
  

 

備考 １．この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２．複数の副原子力防災管理者を選任した場合にあっては、必要に応じて欄を追加する

ものとする。 



 

様式第４ 放射線測定設備現況届出書 

 

 

                                           年   月   日 

 

    内閣総理大臣、原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長 殿      

 

                                       届出者 

                                         住所                

                                         氏名                          

                                             （法人にあってはその名称及び代表者の氏名） 

                                              

 

  放射線測定設備の現況について、原子力災害対策特別措置法第１１条第３項の規定

に基づき届け出ます。 

原子力事業所の名称及び場所  

原子力事業所内の放射線 

測定設備 

設 置 数 式 

設置場所  

原子力事業所外の放射線 

測定設備 

設 置 者  

設置場所  

検出される 

数値の把握

方法 

 

 

備考１．この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

  ２．「原子力事業所外の放射線測定設備」の欄は、通報事象等規則第８条第１号ただし 

書の規定により代えることとした放射線測定設備を記載するものとする｡ 

  



 

様式第５ 原子力防災資機材現況届出書 
 

年  月  日 
 内閣総理大臣、原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長 殿 
                      
                 届出者 
                   住所                          

氏名                        
                   （法人にあってはその名称及び代表者の氏名） 

                      

原子力資機材の現況について、原子力災害対策特別措置法第１１条第 3 項の
規定に基づき届け出ます。    

原子力事業所の名称 
及び場所 

 

放射線障害防護用器
具 

汚染防護服 組 
呼吸用ボンベ付一体型防護マスク 個 
フィルター付防護マスク 個 

非常用通信機器 
緊急時電話回線 回線 
ファクシミリ 台 
携帯電話等 台 

計測器等 

排気筒モニタリ
ング設備その他
の固定式測定器 

 
ガスモニタ 

 
台 
 

ガンマ線測定用サーベイメータ 台 
中性子線測定用サーベイメータ 台 
空間放射線積算線量計 個 
表面汚染密度測定用サーベイメータ 台 

可搬式ダスト測定関連機器 
サンプラ 台 
測定器 台 

可搬式の放射性ヨウ素測定
関連機器 

サンプラ 台 
測定器 台 

個人用外部被ばく線量測定器 台 

その他 
エリアモニタリング設備 台 

モニタリングカー 台 

その他資機材 

ヨウ素剤 錠 
担架 台 
除染用具 式 
被ばく者の輸送のために使用可能な車両 台 
屋外消火栓設備又は動力消防ポンプ設備 式 

 備考 １．この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

    ２．「排気筒モニタリング設備その他の固定式測定器」の後の空欄には、設備の種類 

          を記載すること。 



 

様式第６ 防災訓練実施結果報告書 

 

年  月  日 

原子力規制委員会 殿 

 

  報告者 

                    住所                                  

                      氏名                          

                   （法人にあってはその名称及び代表者の氏名）  

                        

                    

防災訓練の実施の結果について、原子力災害対策特別措置法第 13 条の２第 1 項の規定

に基づき報告します。 

 

原 子 力 事 業 所 の 名 称 及 び 場 所    

防 災 訓 練 実 施 年 月 日 年  月  日 

防災訓練のために想定した原子力災害の概要  

防 災 訓 練 の 項 目   

防 災 訓 練 の 内 容   

防 災 訓 練 の 結 果 の 概 要   

今後の原子力災害対策に向けた改善点   

 

備考  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

    

 

 

 

 

 

 



 

様式第７－１  警戒事態（ＡＬ）該当事象の発生連絡    (第    報) 

       発信時刻（  時  分） 

年  月  日 

原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長 殿 

 

  通報者名                                   

     (発生連絡)          連 絡 先                                   

 

警戒事態に該当する事象の発生について、原子力災害対策指針に基づき連絡します。 

原子力事業所の名称 

及び場所 

 

警戒事態該当事象の 

発生箇所 
□KUR ・ □KUCA ・ □その他（         ） 

警戒事態該当事象の 

発生時刻 
  年  月  日  時  分（24 時間表示） 

発生
した
警 
戒 

事 
態 
に 
該 
当 
す 
る 
事 
象 
の 
概 
要 

警戒事態該

当事象の種

類 

 

□(AL11) 原子炉停止機能の異常 

□(AL21) 原子炉冷却機能の異常(冷却材の漏えい) 

□(AL51) 制御室での監視機能喪失 

□(AL52) 事業所内通信設備又は外部への通信設備の一部喪失 

□(AL53) 火災又は溢水の発生のおそれ 

□外的事象 (□地震、□津波、□その他) 

想定される

原因 

□故障、□誤操作、□漏えい、□地震、□調査中 

□その他（                   ） 

放出された

放射線量の

状況、検出さ

れた放射性

物質の状況

又は主な施

設・設備の状

態等 

 

周辺環境へ

の影響 

□確認中  □無    

□有： 

その他警戒事態該当 

事象の把握に参考と 

なる情報 

（当該原子力事業所所在市町村において、震度６弱以上※の地震が発生した場合） 

※当該警戒事態該当事象の発生に関連していると思われる場合は、震度によらず観測用地

震計による観測地震加速度を記入する。 

観測地震加速度 [発生日時   年  月  日  時  分頃（２４時間表示）] 

確認中、 検知なし、 検知あり （水平方向：   Gal、鉛直方向：   Gal） 

備考  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

※KUR：研究用原子炉、KUCA：臨界実験装置 

警戒事態該当事象連絡 



 

様式第７－２  警戒事態（ＡＬ）該当事象の状況報告    (第    報) 

       発信時刻（  時  分） 

年  月  日 

原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長 殿 

 

  通報者名                                   

                  連 絡 先                                   

 

警戒事態に該当する事象の発生について、原子力災害対策指針に基づき連絡します。 

原子力事業所の名称 

及び場所 

 

警戒事態該当事象の 

発生箇所(注 1) 
□KUR ・ □KUCA ・ □その他（         ） 

警戒事態該当事象の 

発生時刻(注 1) 
  年  月  日  時  分（24時間表示） 

警戒事態該当事象の 

種類(注 1) 

□(AL11) 原子炉停止機能の異常 

□(AL21) 原子炉冷却機能の異常(冷却材の漏えい) 

□(AL51) 制御室での監視機能喪失 

□(AL52) 事業所内通信設備又は外部への通信設備の一部喪失 

□(AL53) 火災又は溢水の発生のおそれ 

□外的事象 (□地震、□津波、□その他)  

発生事象と対応の概要 

(注 2) 
 

周辺環境への影響 

(確認時刻  時  分) 

□確認中   □無 

□有： 

その他の事項の対応 

(注 3) 

 

備考  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

※KUR：研究用原子炉、KUCA：臨界実験装置 

(注 1)最初に発生した警戒事態該当事象の発生箇所、発生時刻、種類について記載する。 

(注 2)設備機器の状況、故障機器の応急復旧、拡大防止措置等の時刻、場所、内容について発生時刻順に記載する。 

(注 3)緊急対策本部の設置状況、被ばく患者発生状況等について記載する。 

警戒事態該当事象連絡 

（発生後の経過連絡） 



 

様式第７－３  特定事象発生通報(事業所内)      (第    報) 

       発信時刻（  時  分） 

年  月  日 

内閣総理大臣、原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長 殿 

 

  通報者名                                   

                    連 絡 先                                   

 

特定事象の発生について、原子力災害対策特別措置法第１０条第１項の規定に基づき

通報します。 

原子力事業所の名称 

及び場所 
 

特定事象の発生箇所 □KUR ・ □KUCA ・ □その他（         ） 

特定事象の発生時刻   年  月  日  時  分（24時間表示） 

発

生

し

た

特

定

事

象

の

概

要 

特定事象の種類 

原災法第 10 条に基づく基準 

□*(SE01) 敷地境界放射線量上昇 
□*(SE02) 放射性物質通常経路放出 
□*(SE04) 火災爆発等による放射性物質放出 
□*(SE06) 施設内(原子炉外)での臨界事故 
□*(SE11) 原子炉停止機能喪失 

 □*(SE21) 原子炉冷却機能の異常(冷却材の漏えい) 
□*(SE51) 制御室及び中央管理室での監視機能喪失 
□*(SE52) 事業所内通信設備又は外部への通信設備の全喪失 
□*(SE55) 防護措置の準備及び一部実施が必要な事象発生 
 

原災法第 15条に基づく基準 
□*(GE01) 敷地境界放射線量上昇 
□*(GE02) 放射性物質通常放出経路 
□*(GE04) 火災爆発等による放射性物質放出 
□*(GE06) 施設内(原子炉外)での臨界事故 
□*(GE12) 原子炉停止機能喪失かつ原子炉冷却機能喪失 
□*(GE21) 原子炉冷却機能の異常(冷却材の漏えい) 
□*(GE23) 原子炉冷却機能の異常(炉心損傷の検出) 
□*(GE42) 障壁の喪失(炉心損傷の検出) 
□*(GE51) 制御室及び中央管理室での監視機能喪失並びに 

現場での確認不可 
□*(GE55) 住民の屋内待避を開始する必要がある事象発生 
（注記：*は電離放射線障害防止規則第 7 条の 2 第 2 項に該当する事象を示す） 

想定される原因 
□故障、□誤操作、□漏えい、□地震、□調査中 

□その他（                   ） 

検出された放射線量

の状況、検出された放

射性物質の状況、主な

施設・設備の状態等 

 

その他特定事象の把握に

参考となる情報 
 

備考  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

第１０条通報 

※KUR：研究用原子炉、KUCA：臨界実験装置 

 



 

様式第７－４  特定事象発生通報(事業所外運搬)    (第    報) 

       発信時刻（  時  分） 

年  月  日 

内閣総理大臣、原子力規制委員会、国土交通大臣、都道府県知事、 

市町村長 殿 

 

  通報者名                                   

                    連 絡 先                                   

 

事業所外運搬に係る特定事象の発生について、原子力災害対策特別措置法第１０条 

第１項の規定に基づき通報します。 

原子力事業所の名称及び場

所 

 

特定事象の発生箇所  

特定事象の発生時刻   年  月  日  時  分（24時間表示） 

発
生
し

た
特
定
事
象
の
概
要 

特定事象の種類 

原災法第 10 条に基づく基準 

□*(XSE61) 事業所外運搬放射線量異常 

□*(XSE62) 事業所外運搬での放射性物質漏えい 

原災法第 15 条に基づく基準 

□*(XGE61) 事業所外運搬放射線量異常 

□*(XGE62) 事業所外運搬での放射性物質漏えい 
（注記：*は電離放射線障害防止規則第 7 条の２第 2 項に該当する事象を示す） 

想定される原因 
□故障、□誤操作、□漏えい、□地震、□調査中 

□その他（                ） 

検出された放射線量の

状況、検出された放射

性物質の状況、主な施

設・設備の状態等 

 

その他特定事象の把握に参

考となる情報 

 

 

備考  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 

 

第１０条通報 



               （１／３） 

様式第８－１ 応急措置の概要の報告(事業所内)       (第    報) 
※各項目について、情報が得られたものから記入し、迅速に連絡すること。 

発信時刻（  時  分） 
 

年  月  日 
内閣総理大臣、原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長 殿 
                      
 

報告者名                                  

                    連 絡 先                                           
 

 
原子力災害対策特別措置法第２５条第２項の規定に基づき応急措置の概要を以下のとおり報告します。 

 
原子力事業所の名称 
及び場所 

 

特定事象の発生箇所(注 1) □KUR ・ □KUCA ・ □その他（         ） 

特定事象の発生時刻(注 1)       年  月  日  時  分（24 時間表示） 

 
特定事象の種類(注 1) 

 
 
 

発生事象と対応の概要(注 2)  

その他の事項の対応(注 3) 

事業所対策本部の設置状
況 

 

 被ばく者の状況及び 
 汚染拡大の有無 
(確認時刻    

時  分) 

被ばく者の状況 
□ 無 
□ 有：被ばく者   名  要救助者   名 
□ 調査中 
汚染拡大の有無 
□ 無 
□ 有： 
□ 調査中 

 気象情報 
 (確認時刻   

時  分) 

・ 天候    ： 
・ 風向    ： 
・ 風速    ：      m/s 
・ 大気安定度 ： 

 環境への影響 
(確認時刻   

時  分) 
 

□ 無 
□ 有： 
□ 調査中 

※KUR：研究用原子炉、KUCA：臨界実験装置 

(注 1)最初に発生した特定事象の発生箇所、発生時刻、種類について記載する。 

(注 2)設備機器の状況、故障機器の応急復旧、拡大防止措置等の時刻、場所、内容について発生時刻順に記載する。 

(注 3)緊急対策本部の設置状況、被ばく患者発生状況等について記載する。 

第２５条報告 

□別紙無  □別紙有（□別紙 1（2/3） □別紙 2（3/3）） 



 

（２／３） 

【別紙１：施設の運転等に関する状況】 

 

項    目 

確認時刻（  日  時  分） 

特定事象発生時の状況 現在の状況 

出力 
タンク 

水位 
炉心温度 出力 

タンク 

水位 
炉心温度 

１．施設の状況 

 

□KUR 

   W   cm   ℃    W   cm   ℃ 

□KUCA 

 

  

□その他 

(     ) 

  

２．施設のその他の状況 

 □火災 

 □爆発 

 □漏えい 

 □その他 

 

３．特記事項  

 

※上記項目については、情報が得られたものから記入し、迅速に連絡することとする。 

※KUR：研究用原子炉、KUCA：臨界実験装置 

※特定事象発生時の状況：最初に特定事象が発生した時の状況 



 

（３／３） 

【別紙２：放射性物質及び放射線に関するデータ】 

放射線モニタリングの状況 

 注１）必要な情報を順次追加記入し、空欄がなくなった場合には新しい用紙に記入するものとする。 

 注２）場所がわかる資料も送付することとする。 

 

排気筒モニタ 

ＫＵＲ                    Bq/㎤ 

ＫＵＣＡ                    Bq/㎤  

ＳＦ  Bq/㎤ 

 

固定式モニタリング設備地点 

γ線空間線量率 

（μSv/h） 

設備地点名 ＦＭ－１ ＦＭ－２ ＦＭ－３ ＦＭ－４ ＦＭ－５ 

日  時  分      

日  時  分      

日  時  分      

 

可動地点 

γ線空間線量率 

（μSv/h） 

測定場所      

日  時  分      

日  時  分      

日  時  分      

中性子線空間線量率 

（μSv/h） 

測定場所      

日  時  分      

日  時  分      

日  時  分      

空気中核種濃度 

（Bq/㎤） 

□ヨウ素 

□ダスト（β,γ） 

測定場所      

日  時  分      

日  時  分      

日  時  分      

その他測定項目 測定場所      

項 目 

 日  時  分      

 日  時  分      

 日  時  分      

 

※ 上記項目については、情報が得られたものから記入し、迅速に連絡することとする。 

※ データについては、およその値（推定値を含む）を記載することも可とする。 

※ KUR：研究用原子炉、KUCA：臨界実験装置、SF：使用済燃料室 



 

（１／２） 

 

様式第８－２ 応急措置の概要の報告（事業所外運搬）     (第    報) 
※ 項目については、情報が得られたものから記入し、迅速に連絡すること。 

発信時刻（  時  分） 

年  月  日 
内閣総理大臣、原子力規制委員会、国土交通大臣、都道府県知事、市町村長 殿 
                      

報告者名                                  
                       連 絡 先                                  

 
原子力災害対策特別措置法第２５条第２項の規定に基づき応急措置の概要を以下のとおり報告します。 
 

原子力事業所の名称及び場所 
 

特定事象の発生地  

特定事象の発生時刻   年  月  日  時  分（２４時間表示） 

特定事象の種類 

 

発生事象と対応の概要  

 
その他の事項の対応 

事業所対策本部の 
設置状況 

 

被ばく者の状況及び 
汚染拡大の有無 
（確認時刻 

時  分） 

被ばくの状況 
□無 
□有：被ばく者  名 要救助者  名 
□調査中 

汚染拡大の有無 
□無 
□有：  
□調査中 

気象情報 
（確認時刻 

時  分） 

・ 天候    ： 
・ 風向    ： 
・ 風速    ：      m/s 
・  大気安定度 ： 

周辺環境への影響 
（確認時刻 

時  分） 
 

□無 
□有：  
□調査中 

 

第２５条報告 



 

（２／２） 

【別紙：輸送容器に関する状況】 

１．輸送容器の状態 

項    目 確認時刻（   日   時   分） 

 

□火災 

□爆発 

□漏えい 

□その他 

 

 

特 記 事 項 

 

 

２．放射性物質又は放射線の放出状況 

項    目 確認時刻（   日   時   分） 

放射性物質 

 

放 射 線 

 

 

※上記項目については、情報が得られたものから記入し、迅速に連絡することとする。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

参考資料 

 

１．原災法に該当しない原子炉施設の異常・故障時等の連絡 

 

 試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則(昭和３２年総理府令第８３

号)第１６条の１４第１項に規定する事態が発生したとき、又は同規則第１７条に規定する措

置をとったときは、ファックスにより参考図第１に定められた通報先に速やかに一斉送信す

るとともに、その状況、原因、それらに対する措置、周辺地域への影響等を通報事象に準じ

て報告する。 

 通報、連絡にあたっては、異常等の発見後、速やかに電話により確実に伝達されたことを

確認するものとする。 

 

２．原子炉施設の設置又は変更時の通知 

 

 炉規法第２３条第１項、又は第２６条第１項の規定により原子炉施設の設置又は変更の承

認を受けようとするときは、事前に大阪府及び関係市町の防災担当部局に通知する。ただし、

軽微なものについては、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考図第 1 異常・故障時の通報・連絡経路 
 

 

 

原子力規制庁総務課事故対処室(原子力規制委員会) 

大阪府（政策企画部危機管理室） 

熊取町（総合政策部自治・防災課） 

熊取町（住民部環境課） 

泉佐野市（市⺠協働部危機管理課） 

貝塚市（消防本部） 

熊取原子力規制事務所 

泉州南消防組合泉州南広域消防本部 

泉州南消防組合熊取消防署 

岸和田労働基準監督署 

泉佐野保健所 

文部科学省研究振興局学術機関課 

京都大学コンプライアンス部企画管理主幹付リスク

管理掛 

京都大学施設部環境安全保健課 

京都大学研究推進部研究推進課 

泉佐野警察署警備課 

 

  

 

 

大阪府警察本部（警備部警備課危機管理室） 

中央管理室長 

所長 



 

参考表第１  原災法及び原子力災害対策指針に基づく EAL基準の整理表 

 
EAL 

区分 

警戒事態に該当する事象

(AL) 

施設敷地緊急事態に該当

する事象(SE)(原災法第

10条に該当する事象) 

全面緊急事態に該当する

事象(GE)(原災法第 15 条

に該当する事象) 

EAL 

番号 

EAL 略称 EAL 

番号 

EAL略称 EAL 

番号 

EAL略称 

放

射

線

量

・

放

射

性

物

質

放

出 

01   SE01 敷地境界放射

線量上昇 

GE01 敷地境界放射

線量上昇 

02   SE02 放射性物質通

常経路放出 

GE02 放射性物質通

常放出経路 

04   SE04 火災爆発等に

よる放射性物

質放出 

GE04 火災爆発等に

よる放射性物

質放出 

06   SE06 施設内(原子炉

外)での臨界事

故 

GE06 施設内(原子炉

外)での臨界事

故 

止

め

る 

11 
(12) 

AL11 原子炉停止機能

の異常 

SE11 原子炉停止機

能喪失 

GE12 「原子炉停止

機能喪失」かつ

「原子炉冷却

機能喪失」 

冷

や

す 

21  AL21  原子炉冷却機能

の異常(冷却材

の漏えい)  

SE21  原子炉冷却機

能の異常(冷却

材の漏えい)  

GE21  原子炉冷却機

能の異常(冷却

材の漏えい)  

23     GE23 原子炉冷却機

能の異常(炉心

損傷の検出) 

閉

じ

込

め

る 

42     GE42 障壁の喪失(炉

心損傷の検出) 

そ

の

他

脅

威 

 

 

51 AL51 制御室に関する

異常 

SE51 制御室及び中

央管理室に関

する異常 

GE51 制御室及び中

央管理室に加

えて現場確認

も不可 

52 AL52 事業所内通信設

備又は外部への

通信設備の一部

喪失 

    

53 AL53 火災又は溢水の

発生のおそれ  

    

55   SE55 防護措置の準 GE55 住民の屋内待



 

備及び一部実

施が必要な事

象発生 

避を開始する

必要がある事

象発生 

 

－ AL ・熊取町で震度

6弱以上観測。 

・大阪府で大津

波警報発令。 

・地震、津波を

除く外部事象に

よる原子炉施設

への影響のおそ

れ 

    

事

業

所

外

運

搬 

61   XSE61 事業所外運搬

放射線量異常 

XGE61 事業所外運搬

放射線量異常 

62   XSE62 事業所外運搬

での放射性物

質漏えい 

XGE62 事業所外運搬

での放射性物

質漏えい 
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